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証券コード 8473
2019年６月６日

株 主 各 位
東 京 都 港 区 六 本 木 一 丁 目 ６ 番 １ 号
Ｓ Ｂ Ｉ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社
代 表 取 締 役 社 長 北 尾 吉 孝

第21期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第21期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行使す
ることができますので、お手数ながら、後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、
2019年６月26日（水曜日）当社営業時間の終了時（午後５時45分）までに、議決権
をご行使くださいますようお願い申しあげます。
［書面による議決権の行使］

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限ま
でに到着するようご返送ください。
［インターネットによる議決権の行使］

45頁の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご参照のうえ、上記の行使
期限までに議決権をご行使ください。

敬 具
記

１．日 時 2019年６月27日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区虎ノ門二丁目10番４号

ホテルオークラ東京　別館地下２階　「アスコットホール」
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第21期(2018年４月１日から2019年３月31日まで)事業報
告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算
書類監査結果報告の件

２．第21期計算書類報告の件
決 議 事 項

第１号議案 取締役12名選任の件
第２号議案 補欠監査役１名選任の件
第３号議案 取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件

以　上
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◎当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
◎代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主様１名を代理人

として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が
必要となりますのでご了承ください。

◎本招集ご通知に添付すべき書類のうち、事業報告の「新株予約権等の状況」、「会
計監査人の状況」、「業務の適正を確保するための体制」及び「業務の適正を確保
するための体制の運用状況」、連結計算書類の「連結持分変動計算書」及び「連結
注記表」、計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」につきまして
は、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイ
トに掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。
　従いまして、本招集ご通知の添付書類は、監査報告書を作成するに際して、監査
役及び会計監査人が監査をした対象の一部であります。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正事項が生じた
場合は、インターネット上の当社ウェブサイトにおいて、修正後の事項を掲載させ
ていただきます。

◎資源使用量節減のため、本定時株主総会終了後の決議通知等の発送を行わず、イン
ターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただく予定ですので、ご理解のほ
どお願い申しあげます。

当社ウェブサイト（http://www.sbigroup.co.jp/investors/index.html)

経営近況報告会開催のご案内

　当日は本定時株主総会終了後、同会場にて、経営近況報告会を開催いたしますの
でご案内申しあげます。

　当会は本定時株主総会とは別に、当企業グループの事業活動内容のご紹介や、今
後の展望についてのご説明をさせていただくものです。また、株主の皆様からの疑
問点やご質問にもお答えしたいと存じます。

　ご多忙の折、貴重なお時間をいただき恐縮ではございますが、この機会を通じま
して当企業グループへのご理解を深めていただくための一助となればと存じますの
で、ぜひとも本定時株主総会に引き続き、ご出席賜りますよう、よろしくお願い申
しあげます。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告
（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

Ⅰ．当企業グループの現況
１．当連結会計年度の事業の状況
(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度における我が国経済は、輸出や生産の一部で弱さを見せつつも、堅調な内
需に支えられた企業収益や雇用・所得環境が改善傾向にあり、政府支出による下支えと極め
て緩和的な金融環境のもと、景気は緩やかに回復しました。その一方で、米国の金融政策に
対する不確実性や国際的に深刻化する通商問題への懸念などから、先行きに不透明感が残る
状況となっています。

投資・証券関連事業に大きな影響を与える国内外の株式市場は、米国の通商政策を巡る根
強い警戒感や新興国通貨の急落による為替市場のボラティリティ上昇など、海外情勢を材料
とした動きが目立ちました。国内においては、９月末には米国と中国との貿易摩擦が激化す
ることへの過度の警戒感が後退したこと等を受け、日経平均株価は大幅に上昇し、前場で
24,202円をつけ、26年10ヶ月ぶりの日中高値となりましたが、12月には再び米中貿易摩擦
の激化、米国の政権運営に対する不透明感の高まりによる景気後退懸念から下げ基調とな
り、日経平均株価は20,000円を割って年初来安値を更新しました。その後は、米国金融政
策がより慎重に進められるとの見方や米中通商交渉の進展期待が広がった一方で、世界経済
の減速懸念が意識されたことから一進一退の展開となり、日経平均株価は2019年３月末に
21,205円と、2018年３月末に比べ1.2％減少して取引を終えました。また、国内における
株式の新規上場社数（TOKYO PRO Market上場社数を除く。）は95社となりました。一
方海外においては、税制改革を通じて消費・投資を刺激している米国経済が拡大し底堅さを
示しつつも、中国経済の緩やかな減速や中近東における政治的な緊張、幅広い業種で生産が
停滞したことによる欧州経済の失速などから、株式の新規上場社数は減少に転じました。こ
のように世界経済は、全体として緩やかな減速局面に陥る可能性があると考えております。

また、インターネット金融サービス事業を取り巻く事業環境については、生活防衛のた
め、金融取引において少しでも有利な条件を求める消費者が増える傾向にあり、モバイル端
末を含むインターネット金融サービスを活用するメリットに対する認知も拡大し、対面での
金融取引からの移行も進んでまいりました。同事業への異業種からの参入も増えており、競
争の激化は予想されるものの、今後も引き続き成長が見込まれる市場と認識しております。

このような中、当連結会計年度の経営成績につきましては、収益が351,411百万円(前年
度比4.3％増加)、税引前利益は83,037百万円(同15.6％増加)、親会社の所有者に帰属する
当期利益は52,548百万円（同12.6％増加）となりました。

今後も、お客様のために、投資家のために、より革新的なサービス、ビジネスの創出につ
とめ、顧客価値、株主価値、人材価値の総和たる企業価値の極大化を追求してまいります。
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各事業セグメントの概況
(単位:百万円)

金 融
サービス
事 業

アセット
マネジメ
ント事業

バ イ オ
関 連
事 業

計 その他
消 去
又 は
全 社

連　結

収 益 229,239 118,631 3,729 351,599 3,677 (3,865) 351,411

税引前利益(損失) 66,568 51,107 (19,179) 98,496 (6,912) (8,547) 83,037

①　金融サービス事業
株式会社ＳＢＩ証券、ＳＢＩリクイディティ・マーケット株式会社、ＳＢＩ　ＦＸトレ

ード株式会社、ＳＢＩマネープラザ株式会社、住信ＳＢＩネット銀行株式会社（※）、Ｓ
ＢＩ生命保険株式会社及びＳＢＩ損害保険株式会社を中心に、証券関連事業、銀行業、及
び保険事業を中核とした多様な金融関連事業を行っております。

当連結会計年度における収益は、229,239百万円（前年度比5.5％増加）、税引前利益
は66,568百万円（同4.2％増加）となりました。
（※）持分法適用会社であります。

②　アセットマネジメント事業
当社、ＳＢＩインベストメント株式会社及びモーニングスター株式会社を中心に、国内

外のＩＴ、フィンテック、ブロックチェーン、金融及びバイオ関連のベンチャー企業等へ
の投資に関する事業、海外における金融サービス事業及び金融商品の情報提供等を行う資
産運用サービス事業を行っております。

当連結会計年度における収益は、118,631百万円（同0.9％増加）、税引前利益は51,107
百万円（同9.5％減少）となりました。

③　バイオ関連事業
ＳＢＩファーマ株式会社、ＳＢＩアラプロモ株式会社及びＳＢＩバイオテック株式会社

を中心に、生体内に存在するアミノ酸の一種である５－アミノレブリン酸（ＡＬＡ）(※)
を活用した医薬品・健康食品・化粧品の開発・販売や、がん及び免疫分野等における抗体
医薬・核酸医薬の研究開発に関する事業を行っております。

当連結会計年度における収益は、3,729百万円（同11.2％減少）、税引前利益は19,179
百万円の損失（前年度は37,252百万円の損失）となりました。
（※）５－アミノレブリン酸（ＡＬＡ）とは、体内のミトコンドリアで作られるアミノ

酸で、ヘムやシトクロムと呼ばれるエネルギー生産に関与するたんぱく質の原料
となる重要な物質ですが、加齢に伴い生産性が低下することが知られています。
ＡＬＡは、焼酎粕や赤ワイン、高麗人参等の食品にも含まれるほか、植物の葉緑
体原料としても知られています。

消去又は全社には、特定の事業セグメントに配賦されない損益及びセグメント間の内部取
引消去が含まれております。なお、セグメント間の内部取引価格は市場実勢価格に基づいて
おります。

－ 4 －

事業の状況



招
集
ご
通
知

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

2019/05/28 16:17:15 / 18481302_ＳＢＩホールディングス株式会社_招集通知（Ｃ）

(2) 設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資額は15,622百万円となりました。
これは主に、金融サービス事業において、顧客数増加による注文件数の増加に円滑に対応

するとともに、より幅広いサービスを顧客に提供するため、既存取引システムの増強及び新
サービスを提供するためのソフトウェア開発を中心に、10,322百万円の設備投資を実施し
たことによるものであります。

(3) 資金調達の状況
当連結会計年度において、当社は2018年12月に第15回無担保社債（３年債）15,000百万

円及び第16回無担保社債（５年債）15,000百万円を発行し、2018年７月及び2019年３月
にＭＴＮプログラムに基づく無担保社債（２年債）を総額40,000百万円発行したほか、2018
年９月に2023年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債を50,000百万円発行してお
ります。また、2018年８月に株式会社みずほ銀行をアレンジャーとするシンジケートロー
ンにより総額30,000百万円の借入を行っております。

２．当企業グループの財産及び損益の状況の推移

区　分
第 18 期 第 19 期 第 20 期 第 21 期

(当連結会計年度)
自　2015年 4 月 1 日
至　2016年 3 月31日

自　2016年 4 月 1 日
至　2017年 3 月31日

自　2017年 4 月 1 日
至　2018年 3 月31日

自　2018年 4 月 1 日
至　2019年 3 月31日

収 益 (百万円) 261,744 261,939 337,017 351,411
税 引 前 利 益 (百万円) 52,227 43,139 71,810 83,037
親会社の所有者に帰属する当期利益 (百万円) 34,115 32,455 46,684 52,548
基本的１株当たり当期利益
（親会社の所有者に帰属） (円) 160.83 159.38 220.54 231.43

資 産 合 計 (百万円) 3,126,784 3,850,001 4,535,964 5,034,124
資 本 合 計 (百万円) 419,063 415,524 493,824 562,557
１株当たり親会社所有者帰属持分 (円) 1,792.08 1,856.47 1,937.72 2,000.82

－ 5 －
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３．重要な親会社及び子会社の状況
(1) 親会社の状況

該当事項はありません。

(2) 重要な子会社の状況
①重要な子会社の状況

セ グ メ ン ト 区 分 名 称
議決権の所有
割合または出
資比率（％）

(注)

金 融 サ ー ビ ス 事 業

ＳＢＩファイナンシャルサービシーズ㈱ 100.0

㈱ＳＢＩ証券 100.0
(100.0)

ＳＢＩリクイディティ・マーケット㈱ 100.0
(100.0)

ＳＢＩ　ＦＸトレード㈱ 100.0
(100.0)

ＳＢＩマネープラザ㈱ 100.0
(100.0)

ＳＢＩインシュアランスグループ㈱ 75.0

ＳＢＩ生命保険㈱ 100.0
(100.0)

ＳＢＩ損害保険㈱ 99.2
(99.2)

SBI FinTech Solutions㈱ 77.5

ア セ ッ ト
マ ネ ジ メ ン ト 事 業

ＳＢＩキャピタルマネジメント㈱ 100.0

ＳＢＩインベストメント㈱ 100.0
(100.0)

ＳＢＩグローバルアセットマネジメント㈱ 100.0

モーニングスター㈱ 47.6
(47.6)

ＳＢＩアセットマネジメント㈱ 100.0
(100.0)

ＳＢＩエステートファイナンス㈱ 100.0
(5.0)

SBI Hong Kong Holdings Co., Limited 100.0

SBI VEN HOLDINGS PTE. LTD. 100.0

㈱ＳＢＩ貯蓄銀行 99.0
(99.0)

－ 6 －
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セ グ メ ン ト 区 分 名 称
議決権の所有
割合または出
資比率（％）

(注)

バ イ オ 関 連 事 業

SBI ALApharma Co., Limited 96.4
(96.4)

ＳＢＩファーマ㈱ 86.2
(86.2)

ＳＢＩアラプロモ㈱ 100.0
(100.0)

ＳＢＩバイオテック㈱ 87.6
(1.1)

Quark Pharmaceuticals, Inc. 100.0
(100.0)

（注）議決権の所有割合または出資比率欄には議決権の所有割合を記載しております。なお、
　　　同欄の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

②特定完全子会社に関する事項

会社名 住所 帳簿価額の
合計額 当社総資産額

ＳＢＩファイナンシャル
サービシーズ㈱ 東京都港区六本木一丁目6番1号 196,377百万円

 780,508百万円
㈱ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目6番1号 168,901百万円

（注）ＳＢＩファイナンシャルサービシーズ㈱は、金融サービス事業を運営するグループ各社を
傘下におく中間持株会社になります。

－ 7 －
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４．対処すべき課題
当企業グループは、インターネットを通じた金融サービスを中核に据えた総合金融グルー

プとしての事業構築を、日本国内において既に完成させ、アジア地域を中心とした成長著し
い国々においては、投資事業の運用体制構築が概ね完了いたしました。

ＡＩ、ＩｏＴ、ビッグデータ、ロボティクスのほか、フィンテックの中核技術であるブロ
ックチェーン等の分野での新技術開発が加速化しているなか、今後は引き続きこれらの新技
術における有望な企業への投資や提携を積極的に進めると共に、当企業グループの各金融サ
ービスでこれらの新技術を活用した新サービスの開発や新たな金融ビジネスの創造に向けた
取り組みを強化し、競争力を高めて他社との差別化を図ってまいります。

また、海外における投資事業を一層強固なものへと発展させていくと共に、出資先の海外
金融機関に対して、日本国内で培ったインターネット金融サービスの先進的ノウハウを提供
することで、アジア地域を中心にグローバルに貢献できる総合金融グループを目指してまい
ります。

金融サービス事業に関しましては、日本の株式市場が不安定な状況下でもさらなる成長を
実現するために、株式会社ＳＢＩ証券において、引き続き投資信託や海外関連商品の拡充、
ＦＸ取引の強化など収益源の多様化を進めると共に、新規公開（ＩＰＯ）引受や公募・売出
（ＰＯ）引受業務、金融機関など機関投資家向けのビジネス拡充などのホールセールビジネ
スの強化を進めてまいります。また、2008年11月に開業しＦＸ取引における流動性だけで
なく利便性や競争力の高いマーケットインフラを、株式会社ＳＢＩ証券や住信ＳＢＩネット
銀行株式会社のほか2012年５月に開業したＳＢＩ ＦＸトレード株式会社に提供しているＳ
ＢＩリクイディティ・マーケット株式会社は、国内のみならず、香港や韓国における機関投
資家・個人投資家に向けても取引環境の整備・流動性の向上に引き続き取り組むと共に、よ
り低コストでかつ安心安全なＦＸ取引環境の構築に注力してまいります。さらに、事業の持
続的成長を志向し、株式市況のみに立脚しない収益構造の構築を目指して2007年から2008
年にかけて開業し、新たな事業の柱として成長を続ける住信ＳＢＩネット銀行株式会社、Ｓ
ＢＩ損害保険株式会社に加え、2015年２月に株式を取得し子会社化したＳＢＩ生命保険株式
会社が2016年２月に新規の保険引受を再開したことで国内のインターネット金融生態系は
完成いたしました。なお、個人向けの金融商品の中には、インターネットのみでは取り扱い
が難しいものや対面での専門家による説明ニーズの高いものも存在いたします。そのため、
「資産運用」「保険」「住宅ローン」分野を中心に顧客のあらゆるニーズにワンストップで
対応する対面販売事業を運営するＳＢＩマネープラザ株式会社が主体となって、当企業グル
ープにおける対面型チャネルの拡大にも注力し、より一層グループ内企業との相乗効果の発
揮に努めてまいります。このように、インターネットとリアルの両側面からグループ内企業
間でより一層の相乗効果を追求すると共に、今後は当企業グループ投資先のフィンテックベ
ンチャー企業や地域金融機関など、同業他社のみならず様々な異業種パートナーとの各種ア
ライアンスを強化し、新たな顧客層・マーケットを開拓することで、より一層の成長を実現
させ、完成したインターネット金融生態系をさらに拡大させることが重要な課題と考えてお
ります。

－ 8 －
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　アセットマネジメント事業においては、アジア地域を中心とした潜在成長力の高い新興諸
国での投資拡大及び運用体制の整備も重要な課題と認識しており、各国の経済状況を鑑みな
がら現地有力パートナーとの共同運営ファンド設立を推進すると共に、海外拠点網の拡大と
整備を引き続き推進してまいります。プライベート・エクィティ投資においては、ＩＴ、バ
イオ、金融の３分野を主たる投資先と位置付けて、成長分野へと集中投資することにより、
引き続き産業育成への貢献と高い運用成績の享受を目指してまいります。特に、2015年12月
に設立したＦｉｎｔｅｃｈファンド（ＦｉｎＴｅｃｈビジネスイノベーション投資事業有限
責任組合）や2018年１月に設立したＳＢＩ ＡＩ＆Ｂｌｏｃｋｃｈａｉｎファンド（ＳＢＩ 
ＡＩ＆Ｂｌｏｃｋｃｈａｉｎ投資事業有限責任組合）等を通じ、世界的に革新的な新技術開
発が進むＡＩやブロックチェーン分野を中心に投資を積極化しており、ファンド出資者と投
資先ベンチャー企業とのオープンイノベーションなどを支援することで出資者の収益力強化
を図ると共に、投資先ベンチャー企業の企業価値向上を促進してまいります。また、ＳＢＩ
ネオファイナンシャルサービシーズ株式会社やＡＰＩ接続によるフィンテックプラットフォ
ームを提供するＳＢＩ ＦｉｎＴｅｃｈ Ｉｎｃｕｂａｔｉｏｎ株式会社では、ＳＢＩグループ
の有するフィンテックに関連する技術等の導入・支援などを通じ、地域金融機関の企業価値
向上を支援することで、ひいては地方創生に寄与することを目指しております。さらに、金
融分野においては、当企業グループのノウハウを提供することで企業価値向上の見込まれる
海外金融機関への直接投資も推進してまいります。このような事業展開において、当企業グ
ループは今後もグループ内外のリソースを積極的に活用し、早期に投資先の企業価値等を高
めることでファンドのパフォーマンスを向上させ、当事業の一層の拡大を図ってまいります。
その他に、ＳＢＩグローバルアセットマネジメント株式会社を中間持株会社とする資産運用
サービス事業では、世界最大級の債券運用会社Pacific Investment Management 
Company LLCと合弁で設立したＳＢＩボンド・インベストメント・マネジメント株式会社
などを中心に、個人投資家の多様な投資ニーズに応える顧客本位の商品を提供することで、
当企業グループの運用資産拡大を図ってまいります。

2013年３月期より新たに主力事業分野に加えたバイオ関連事業においては、ＳＢＩファー
マ株式会社が５－アミノレブリン酸（ＡＬＡ）を用いた健康食品や化粧品を商品化し、国内
ではＳＢＩアラプロモ株式会社を通じて販売しております。また、ＡＬＡについては国内外
の大学や研究機関等において様々な研究が進んでいるほか、国内外において数多くの特許を
有しているＳＢＩファーマ株式会社や2016年１月に子会社化したドイツのphotonamic 
GmbH & Co. KG、2018年４月に子会社化した米国のNX Development Corp.などを通じ
て、グローバルで医薬品の研究開発・販売を進めております。2013年９月には国内において
悪性神経膠腫の術中診断薬の販売を開始したほか、2015年12月には初のＡＬＡ含有機能性
表示食品「アラプラス 糖ダウン」の発売を開始するなど、今後も幅広い分野での利用が予想
されるＡＬＡを通じて、消費者にとってより健康で豊かな生活に貢献できるよう研究開発を
進めてまいります。また、ＳＢＩバイオテック株式会社は、各国の有力研究機関と連携し最
先端のバイオテクノロジーを駆使して、新たな医療・医薬品の創造に尽力してまいります。

－ 9 －
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当企業グループを通じた課題として、急速に拡大した事業を支える優秀な人材の確保と社
員の能力開発を通じて人的資源の継続的な向上を図ることがますます重要となっております。
そのため、当企業グループの経営理念に共感する優秀な人材の採用活動のさらなる強化と共
に、独自の企業文化を育み継承する人的資源の確保として新卒採用を継続して実施しており
ます。2006年４月から採用を進めてきました新卒採用者は、急速に拡大する当企業グループ
の未来を担う幹部候補生として、既に各々重要なポジションで活躍をしております。今後も
より優秀かつグローバルな人材の確保と、社員のキャリア開発を促進し、当企業グループの
永続的成長と発展を図ってまいります。

５．当企業グループの主要な事業内容（2019年３月31日現在）
当企業グループは、証券・銀行・保険を中心に金融商品や関連するサービスの提供等を行

う「金融サービス事業」、国内外のＩＴ、フィンテック、ブロックチェーン、金融及びバイ
オ関連のベンチャー企業等への投資や資産運用に関連するサービスの提供等を行う「アセッ
トマネジメント事業」、医薬品、健康食品及び化粧品等の研究開発・製造・販売等を行う「バ
イオ関連事業」を主要な事業内容としております。

６．当企業グループの主要な拠点等（2019年３月31日現在）
東京都　　　：当社及び国内の重要な子会社の本店
香港　　　　：SBI Hong Kong Holdings Co., Limited
シンガポール：SBI VEN CAPITAL PTE. LTD.
中国　　　　：思佰益(中国)投資有限公司

７．当企業グループの使用人の状況（2019年３月31日現在）

セ グ メ ン ト 区 分 使 　 用 　 人 　 数

金融サービス事業 4,791名

アセットマネジメント事業 1,203

バイオ関連事業 220

その他 54

全社(共通) 171

合 計 6,439
（注）１．使用人数は就業員数であり、事業セグメントに関連付けて記載しております。

２．全社（共通）として記載されている使用人は、当社の管理部門等に所属しているものであ
ります。

３．使用人数が、前期末に比べ1,048名増加しておりますが、主な要因は思佰益必智信息技術
(大連)有限公司、SBIコネクト㈱及びSBI Bank Limited Liability Companyの増員によ
るものであります。

－ 10 －
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８．主要な借入先の状況（2019年３月31日現在）

借 入 先 借  入  残  高

㈱ みずほ銀行 69,176百万円

㈱ みずほ銀行をアレンジャーとするシンジケートローン 54,489百万円
 （注）コールマネーを除く主要なものを記載しております。

９．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、グループ企業を含めた連結業績等を総合的に勘案したうえで株主への利益還元等

を決定することとしております。
剰余金の配当につきましては、当社は、配当政策の基本方針として、年間配当金について

最低配当金額として１株当たり10円の配当を実施することとし、持続的な成長のための適正
な内部留保の水準、当面の業績見通し等も総合的に勘案し、さらなる利益還元が可能と判断
した場合には、その都度引き上げることを目指します。なお配当金総額に自己株式取得を加
えた総還元額の水準について、当面の間は親会社の所有者に帰属する当期利益の40％を下限
として株主還元を実施することを目指しておりますが、当連結会計年度以降は、キャッシュ・
フローを伴わない営業投資有価証券の公正価値評価損益の総額が当社連結税引前利益に占め
る水準によっては、当社連結税引前利益より公正価値評価損益の総額を控除する等の調整を
実施したうえで還元額を決定することとしております。

上記の基本方針と当連結会計年度の連結業績を鑑み、当連結会計年度におきましては１株
当たり20円の中間配当を実施すると共に、2019年７月８日に当社の創立20周年を迎えるこ
とから、１株当たりの期末配当金につきましては、創立20周年の記念配当5円をあわせて80
円といたしました。この結果、当連結会計年度の年間配当金合計は、前連結会計年度比15円
増配の１株当たり100円となります。

なお、2018年11月28日から2019年１月９日までの期間において総額19,427百万円の自
己株式取得も実施しております。そのため、当連結会計年度の総還元性向（親会社の所有者
に帰属する当期利益に対する総還元額の割合）は80.7％（注）となりました。

（注）2018年８月28日の取締役会決議に基づく自己株式取得(取得価額の総額10,000百万円)は、
ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債の発行に伴う当社株式需給への短期的な影響を緩
和し、資金調達を円滑に実行することを目的として実施したものであり、株主還元を目的
としたものではないことから、当該取得価額の総額は、当連結会計年度の株主還元の指標
とする際の総還元額に算入いたしておりません。

－ 11 －
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Ⅱ．当社の現況
１．株式の状況（2019年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 341,690,000株
(2) 発行済株式の総数 236,556,393株(うち自己株式8,312,501株を含む)

    （注）転換社債の転換により発行済株式の総数は11,994,632株増加しております。
(3) 株主数 121,424名
(4) 単元株式数 100株
(5) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 ％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 19,821,100 8.7
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 15,353,800 6.7
ザ バンク オブ ニューヨーク メロン １４００５１ 9,110,536 4.0
ノーザン トラスト カンパニー（エイブイエフシー）
アカウント ノン トリーテイー 8,570,257 3.8
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 7,544,400 3.3
ザ バンク オブ ニューヨーク メロン １４００４２ 5,922,958 2.6
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 4,611,800 2.0
北尾　吉孝 3,907,960 1.7
ステート ストリート バンク ウェスト クライアント　
トリーティー ５０５２３４ 3,673,527 1.6
サジヤツプ 3,464,040 1.5

（注）１．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
２．上記大株主以外に当社が8,312,501株を自己株式として保有しております。

(6) その他株式に関する重要な事項
2018年８月28日の取締役会決議に基づく自己株式取得により、自己株式が3,421,100株

増加しております。
2018年11月21日の取締役会決議に基づく自己株式取得により、自己株式が8,000,000株

増加しております。
また、主な自己株式の減少理由としては、転換社債の転換により5,492,904株、新株予約

権の行使により1,406,200株の自己株式を処分しております。

－ 12 －
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２．会社役員の状況
(1) 取締役及び監査役の状況（2019年3月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 北 尾 吉 孝

ＳＢＩインベストメント㈱代表取締役執行役員会長
㈱ＳＢＩ証券代表取締役会長
ＳＢＩファーマ㈱代表取締役執行役員社長
ＳＢＩリクイディティ・マーケット㈱取締役会長
モーニングスター㈱取締役
ＳＢＩジャパンネクスト証券㈱取締役
ＳＢＩネオファイナンシャルサービシーズ㈱代表取締役
ＳＢＩファイナンシャルサービシーズ㈱代表取締役会長
ＳＢＩキャピタルマネジメント㈱取締役会長
ＳＢＩデジタルアセットホールディングス㈱代表取締役社長
ＳＢＩグローバルアセットマネジメント㈱取締役会長
SBI Hong Kong Holdings Co., Limited代表取締役
SBI VEN HOLDINGS PTE. LTD.取締役
SBI ALApharma Co., Limited取締役

代 表 取 締 役 副 社 長 川 島 克 哉

ＳＢＩインベストメント㈱代表取締役執行役員社長
㈱ＳＢＩ証券取締役
住信ＳＢＩネット銀行㈱取締役
㈱ＳＢＩ貯蓄銀行取締役
ＳＢＩ地域事業承継投資㈱代表取締役社長
ＳＢＩネオファイナンシャルサービシーズ㈱取締役
マネータップ㈱代表取締役社長
ＳＢＩキャピタルマネジメント㈱代表取締役社長
ＳＢＩファイナンシャルサービシーズ㈱取締役

代 表 取 締 役 副 社 長 中 川 　 隆
SBI Investment KOREA Co., Ltd.取締役
ＳＢＩインベストメント㈱取締役

取 締 役 副 社 長 髙 村 正 人
㈱ＳＢＩ証券代表取締役社長
ＳＢＩネオファイナンシャルサービシーズ㈱取締役
ＳＢＩファイナンシャルサービシーズ㈱代表取締役社長

－ 13 －
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地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

専 務 取 締 役 朝 倉 智 也

モーニングスター㈱代表取締役執行役員社長
モーニングスター・アセット・マネジメント㈱代表取締役
ＳＢＩインシュアランスグループ㈱取締役
ＳＢＩボンド・インベストメント・マネジメント㈱代表取締役会長
ＳＢＩグローバルアセットマネジメント㈱代表取締役社長兼ＣＥＯ
ＳＢＩデジタルアセットホールディングス㈱取締役
ＳＢＩアセットマネジメント㈱取締役
ＳＢＩ地方創生アセットマネジメント㈱取締役
ＳＢＩ地域事業承継投資㈱取締役
Carret Holdings Inc.取締役

専 務 取 締 役 森 田 俊 平

ＳＢＩアートオークション㈱代表取締役
ＳＢＩインキュベーション㈱代表取締役
ＳＢＩポイント㈱代表取締役
SBI EVERSPIN㈱代表取締役
ＳＢＩビジネス・ソリューションズ㈱取締役
ＳＢＩアルファ・トレーディング㈱取締役
ＳＢＩセキュリティ・ソリューションズ㈱取締役
ＳＢＩバーチャル・カレンシーズ㈱取締役
ＳＢＩフューチャーズ㈱取締役
SBI Crypto㈱取締役
SBI Mining Chip㈱取締役
ＳＢＩファイナンシャルサービシーズ㈱取締役
ＳＢＩキャピタルマネジメント㈱取締役
ＳＢＩデジタルアセットホールディングス㈱取締役

常 務 取 締 役 中 塚 一 宏 ＳＢＩエナジー㈱代表取締役社長

常 務 取 締 役 小 野 　 尚
ＳＢＩ地域事業承継投資㈱取締役
ＳＢＩネオファイナンシャルサービシーズ㈱取締役
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地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 山 田 真 幸

当社法務コンプライアンス部長
ＳＢＩグローバルアセットマネジメント㈱監査役
SBI Ventures Two㈱取締役
ＳＢＩインキュベーション㈱取締役
ＳＢＩキャピタル㈱取締役

取 締 役 チャン・ソク・チョン

㈱ＳＢＩ ＢＩＴＳ 代表取締役社長
ＳＢＩジャパンネクスト証券㈱代表取締役社長
ＳＢＩプライム証券㈱代表取締役会長
ＳＢＩアルファ・トレーディング㈱代表取締役
ＳＢＩフューチャーズ㈱代表取締役
ＳＢＩバーチャル・カレンシーズ㈱取締役
ＳＢＩデジタルアセットホールディングス㈱取締役

取 締 役 吉 田 正 樹

㈱吉田正樹事務所代表取締役
㈱ワタナベエンターテインメント代表取締役会長
ビスケット・エンターテイメント㈱代表取締役会長
一般財団法人渡辺音楽文化フォーラム評議委員議長
立教大学諮問委員会　諮問委員

取 締 役 佐 藤 輝 英

PT Tokopediaコミサリス
BEENEXT PTE. LTD.ディレクター
Sen Do Technology Joint Stock Companyディレクター
BEENEXT CAPITAL MANAGEMENT PTE. LTD.ディレクター

取 締 役 ワ イ ズ マ ン
廣 田 綾 子

Horizon Kinetics LLCシニアバイスプレジデント、
シニアポートフォリオマネージャー兼アジア戦略担当ディレクター
U.S.-Japan Council investment committee
インベストメントコミッティメンバー
Japan ICU Foundation’s investment committee
インベストメントコミッティメンバー
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地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 竹 中 平 蔵

㈱パソナグループ取締役会長
オリックス㈱社外取締役
㈱MAYA SYSTEM社外取締役
アカデミーヒルズ理事長
東洋大学国際学部教授
慶應義塾大学名誉教授

取 締 役 五 味 廣 文

アイダエンジニアリング㈱社外取締役
アステリア㈱社外取締役
㈱ミロク情報サービス社外取締役
西村あさひ法律事務所アドバイザー
㈱ボストンコンサルティンググループシニア・アドバイザー

取 締 役 浅 枝 芳 隆 ㈱キャタリスティック代表取締役

取 締 役 鈴 木 康 弘 ㈱デジタルシフトウェーブ代表取締役社長

常 勤 監 査 役 藤 井 厚 司

ＳＢＩインベストメント㈱監査役
㈱ＳＢＩ証券監査役
ＳＢＩファイナンシャルサービシーズ㈱監査役
ＳＢＩキャピタルマネジメント㈱監査役
ＳＢＩデジタルアセットホールディングス㈱監査役
ＳＢＩネオファイナンシャルサービシーズ㈱監査役

常 勤 監 査 役 市 川 　 亨

住信ＳＢＩネット銀行㈱社外監査役
ＳＢＩファイナンシャルサービシーズ㈱監査役
ＳＢＩキャピタルマネジメント㈱監査役
ＳＢＩデジタルアセットホールディングス㈱監査役
ＳＢＩネオファイナンシャルサービシーズ㈱監査役

監 査 役 多 田 　 稔
㈱ＳＢＩ証券監査役
㈱ＳＢＩネオモバイル証券監査役

監 査 役 関 口 泰 央 ㈱グローバル・パートナーズ・コンサルティング代表取締役

－ 16 －
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（注）１．取締役佐藤輝英氏、ワイズマン廣田綾子氏、竹中平蔵氏、五味廣文氏、浅枝芳隆氏及び鈴
木康弘氏は、社外取締役であります。

２．常勤監査役市川亨氏及び監査役関口泰央氏は、社外監査役であります。
３．常勤監査役藤井厚司氏は公認会計士、監査役関口泰央氏は公認会計士及び税理士の資格を

有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
４．当事業年度において取締役の地位を次のとおり変更しております。

氏 名 変 更 後 の 地 位 変 更 前 の 地 位 変更年月日

髙 村 正 人 取 締 役 副 社 長 取 締 役 執 行 役 員 専 務 2018年6月28日
５．2018年６月28日開催の第20期定時株主総会で新たに選任され就任した取締役は、小野尚

氏及びチャン・ソク・チョン氏であります。
６．2019年3月31日をもって取締役小野尚氏が取締役を辞任いたしました。
７．当社は、取締役佐藤輝英氏、ワイズマン廣田綾子氏及び鈴木康弘氏を東京証券取引所の定

めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
８．当社は、常勤監査役市川亨氏及び監査役関口泰央氏を東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、同取引所に届け出ております。

(2) 2018年6月28日開催の第20期定時株主総会の終結の日の翌日以降に退任した取締役

氏 名 退任時の地位、担当及び重要な兼職の状況 退 任 日 退　任
理　由

小 野 　 尚
当社常務取締役
ＳＢＩ地域事業承継投資㈱取締役
ＳＢＩネオファイナンシャルサービシーズ㈱取締役

2019年3月31日 辞　任

(3) 取締役及び監査役の報酬等
①　当事業年度に係る報酬等の総額
区 分 支 給 人 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

18名
(6)

897百万円
(92)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3
(2)

23
(10)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

21
(8)

920
(102)

（注) １．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．監査役１名については無報酬であります。
３．表中には当事業年度中に退任した役員の報酬等も含まれております。

②　社外役員が子会社から受けた役員報酬等の総額
当事業年度において、社外監査役が、役員を兼任する子会社から、役員として受けた報

酬等の総額は４百万円であります。

－ 17 －
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(4) 社外役員に関する事項
①　社外役員の重要な兼職先と当社との関係（2019年3月31日現在）

地 位 氏 名 重 要 な 兼 職 先

取 締 役 佐 藤 輝 英

PT Tokopediaコミサリス
BEENEXT PTE. LTD.ディレクター
Sen Do Technology Joint Stock Companyディレクター
BEENEXT CAPITAL MANAGEMENT PTE. LTD.ディレクター

取 締 役 ワ イ ズ マ ン
廣 田 綾 子

Horizon Kinetics LLCシニアバイスプレジデント、
シニアポートフォリオマネージャー兼アジア戦略担当ディレクター
U.S.-Japan Council investment committee
インベストメントコミッティメンバー
Japan ICU Foundation’s investment committee
インベストメントコミッティメンバー

取 締 役 竹 中 平 蔵

㈱パソナグループ取締役会長
オリックス㈱社外取締役
㈱MAYA SYSTEM社外取締役
アカデミーヒルズ理事長
東洋大学国際学部教授
慶應義塾大学名誉教授

取 締 役 五 味 廣 文

アイダエンジニアリング㈱社外取締役
アステリア㈱社外取締役
㈱ミロク情報サービス社外取締役
西村あさひ法律事務所アドバイザー
㈱ボストンコンサルティンググループシニア・アドバイザー

取 締 役 浅 枝 芳 隆 ㈱キャタリスティック代表取締役
取 締 役 鈴 木 康 弘 ㈱デジタルシフトウェーブ代表取締役社長

監 査 役 市 川 　 亨

住信ＳＢＩネット銀行㈱社外監査役
ＳＢＩファイナンシャルサービシーズ㈱監査役
ＳＢＩキャピタルマネジメント㈱監査役
ＳＢＩデジタルアセットホールディングス㈱監査役
ＳＢＩネオファイナンシャルサービシーズ㈱監査役

監 査 役 関 口 泰 央 ㈱グローバル・パートナーズ・コンサルティング代表取締役
（注)１．ＳＢＩファイナンシャルサービシーズ㈱、ＳＢＩキャピタルマネジメント㈱、ＳＢＩ

デジタルアセットホールディングス㈱及びＳＢＩネオファイナンシャルサービシー
ズ㈱は、当社の子会社であります。

２．住信ＳＢＩネット銀行㈱は、当社の関連会社であります。
３．その他の兼職先と当社との間には、記載すべき取引関係その他の関係はありません。

－ 18 －
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②　当事業年度における主な活動状況
・取締役会及び監査役会への出席状況

取  締  役  会 監  査  役  会

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取締役 佐 藤 輝 英 12回中11回 92％ ― ―

取締役 ワ イ ズ マ ン
廣 田 綾 子 12回中11回 92％ ― ―

取締役 竹 中 平 蔵 12回中12回 100％ ― ―

取締役 五 味 廣 文 12回中12回 100％ ― ―

取締役 浅 枝 芳 隆 12回中12回 100％ ― ―

取締役 鈴 木 康 弘 12回中12回 100％ ― ―

監査役 市 川 　 亨 12回中12回 100％ 16回中16回 100％

監査役 関 口 泰 央 12回中12回 100％ 16回中16回 100％

・取締役会及び監査役会における発言状況
取締役佐藤輝英氏、ワイズマン廣田綾子氏、竹中平蔵氏、五味廣文氏、浅枝芳隆氏及び

鈴木康弘氏は、出席した取締役会において、社外取締役として報告事項や決議事項につい
て適宜質問をすると共に、必要に応じ社外の立場から意見を述べております。

監査役市川亨氏は、金融分野における豊富な経験と幅広い見識から、また監査役関口泰
央氏は、公認会計士及び税理士としての経験に基づく専門的見地から、出席した取締役会
及び監査役会において、適宜必要な発言を行っております。

③　責任限定契約の内容の概要
当社は社外取締役佐藤輝英氏、ワイズマン廣田綾子氏、竹中平蔵氏、五味廣文氏、浅枝

芳隆氏及び鈴木康弘氏との間で、会社法第427条第１項及び当社定款第25条第２項の規定
に基づき、100万円または法令の定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度として、
同法第423条第１項の賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。

当社は社外監査役市川亨氏及び関口泰央氏との間で、会社法第427条第１項及び当社定
款第32条第２項の規定に基づき、100万円または法令の定める最低責任限度額のいずれか
高い額を限度として、同法第423条第１項の賠償責任を限定する責任限定契約を締結して
おります。
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連 結 財 政 状 態 計 算 書
（2019年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産

現 金 及 び 現 金 同 等 物
営業債権及びその他の債権
証 券 業 関 連 資 産

預 託 金
信 用 取 引 資 産
その他の証券業関連資産
証 券 業 関 連 資 産 計

そ の 他 の 金 融 資 産
営 業 投 資 有 価 証 券
その他の投資有価証券
持分法で会計処理されている投資
投 資 不 動 産
有 形 固 定 資 産
無 形 資 産
そ の 他 の 資 産
繰 延 税 金 資 産

713,974
689,713

1,603,159
674,878
471,555

2,749,592
36,740

282,616
188,900
68,371
2,147

15,100
184,816
94,899
7,256

負 債
社 債 及 び 借 入 金 962,965
営業債務及びその他の債務 60,639
証 券 業 関 連 負 債

信 用 取 引 負 債 166,145
有価証券担保借入金 494,718
顧 客 か ら の 預 り 金 781,232
受 入 保 証 金 730,838
その他の証券業関連負債 373,567
証 券 業 関 連 負 債 計 2,546,500

顧 客 預 金 659,361
保 険 契 約 負 債 139,098
未 払 法 人 所 得 税 7,367
そ の 他 の 金 融 負 債 19,566
そ の 他 の 負 債 60,339
繰 延 税 金 負 債 15,732

負 債 合 計 4,471,567
資 本

資 本 金 92,018
資 本 剰 余 金 142,094
自 己 株 式 △20,128
その他の資本の構成要素 16,977
利 益 剰 余 金 225,714
親会社の所有者に帰属する持分合計 456,675
非 支 配 持 分 105,882

資 本 合 計 562,557
資 産 合 計 5,034,124 負 債 ・ 資 本 合 計 5,034,124

－ 20 －
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連 結 損 益 計 算 書
(2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

収 益 351,411

（ 内 、 受 取 利 息 ） 112,054

費 用

金 融 収 益 に 係 る 金 融 費 用 △21,394

信 用 損 失 引 当 金 繰 入 △22,260

売 上 原 価 △99,811

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 △111,075

そ の 他 の 金 融 費 用 △4,680

そ の 他 の 費 用 △14,789 △274,009

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 5,635

税 引 前 利 益 83,037

法 人 所 得 税 費 用 △15,760

当 期 利 益 67,277

（ 当 期 利 益 の 帰 属 ）

親 会 社 の 所 有 者 52,548

非 支 配 持 分 14,729
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貸　借　対　照　表
（2019年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
(資　 産　 の　 部) （負 　債 　の 　部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
営 業 投 資 有 価 証 券
貯 蔵 品
前 払 費 用
営 業 貸 付 金
短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
車 両 運 搬 具
器 具 備 品
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
特 許 権
商 標 権
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
その他の関係会社有価証券
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

125,578
27,536
1,029

23,296
52

517
2,817

69,111
7,563

△6,343
654,508

552
295

9
31

215
2

1,336
636

4
691

5
652,620

583
632,945
13,451
1,774

225
1,988

577
1,077

422
422

流 動 負 債 147,858
短 期 借 入 金 111,400
１年内償還予定の社債 14,600
１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 10,000
リ ー ス 債 務 1
未 払 金 8,140
未 払 費 用 431
未 払 法 人 税 等 3,134
前 受 金 0
預 り 金 152

固 定 負 債 274,204
社 債 225,147
長 期 借 入 金 41,800
リ ー ス 債 務 1
資 産 除 去 債 務 136
長 期 預 り 金 7,120

負 債 合 計 422,062
（ 純  資  産  の  部 ）

株 主 資 本 356,559
資 本 金 92,018
資 本 剰 余 金 240,315

資 本 準 備 金 137,130
そ の 他 資 本 剰 余 金 103,185

利 益 剰 余 金 44,354
そ の 他 利 益 剰 余 金 44,354

繰 越 利 益 剰 余 金 44,354
自 己 株 式 △20,128

評価・換算差額等 726
その他有価証券評価差額金 726

新 株 予 約 権 1,161
純 資 産 合 計 358,446

資 産 合 計 780,508 負 債 ・ 純 資 産 合 計 780,508

－ 22 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書
(2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 27,330
売 上 原 価 11,246

売 上 総 利 益 16,084
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,135

営 業 利 益 7,949
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,919
そ の 他 90 2,009

営 業 外 費 用
支 払 利 息 2,087
社 債 発 行 費 償 却 285
為 替 差 損 124
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 4,085
支 払 手 数 料 1,265
そ の 他 72 7,918

経 常 利 益 2,040
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,983
関 係 会 社 株 式 売 却 益 868
関 係 会 社 株 式 清 算 益 575
そ の 他 2 3,428

特 別 損 失
関 係 会 社 株 式 評 価 損 44
関 係 会 社 株 式 清 算 損 57
そ の 他 4 105

税 引 前 当 期 純 利 益 5,363
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,128
法 人 税 等 調 整 額 △1,222 △94
当 期 純 利 益 5,457

－ 23 －
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2019年５月22日
ＳＢＩホールディングス株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 國 本 　 望 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 淡 島 國 和 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 原 田 　 達 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ＳＢＩホールディングス株式会社の2018年
４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、
連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、連結計算書類を国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略して作成するこ
とを認めている会社計算規則第120条第１項後段の規定により作成し、適正に表示することにある。
これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリ
スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、会社計算規則第120条第１項後段の規定により国際会計基準で求められる開示項目
の一部を省略して作成された上記の連結計算書類が、ＳＢＩホールディングス株式会社及び連結子会
社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　上

－ 24 －

連結計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2019年５月22日
ＳＢＩホールディングス株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 國 本 　 望 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 淡 島 國 和 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 原 田 　 達 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第１号の規定に基づき、ＳＢＩホールディングス株式会社の
2018年４月１日から2019年３月31日までの第21期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部
統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附
属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め
られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細
書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための
手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附
属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制
の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　上

－ 25 －
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、2018年4月1日から2019年3月31日までの第21期事業年度の取
締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、
本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通
を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法
で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁
書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査いたしまし
た。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通
及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし
た。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ
いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限
責任監査法人トーマツから当該内部統制の評価及び監査の状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通
知を受け、必要に応じて説明を求めました。

－ 26 －

監査役会の監査報告
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（会社計算規則第120条
第1項後段の規定により、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省
略して作成された連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締
役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

2019年5月24日
ＳＢＩホールディングス株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 藤 井 厚 司 ㊞
常勤社外監査役 市 川 　 亨 ㊞
監 査 役 多 田 　 稔 ㊞
社 外 監 査 役 関 口 泰 央 ㊞

以　上

－ 27 －
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株主総会参考書類
第１号議案　取締役12名選任の件

現任取締役16名全員は本定時株主総会終結の時をもって任期が満了いたします。
つきましては、取締役会において機動的な意思決定を行えるよう４名減員し、新任
候補者２名を含む取締役12名の選任をお願いするものであります。

１．任期満了に伴う再任の取締役候補者は29頁から38頁に記載のとおりであり
ます。

－ 28 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

１

きた
北

お
尾

よし
吉

たか
孝

(1951年１月21日生)

所有する
当社株式の数

3,907,960株

1974年４月 野村證券㈱入社
1995年６月 ソフトバンク㈱(現ソフトバンクグループ㈱)常務取締役
1999年３月 ソフトバンク・ファイナンス㈱（現ソフトバンク㈱）代表取締役
1999年７月 当社代表取締役社長
2003年６月 当社代表取締役執行役員ＣＥＯ
2004年７月 イー・トレード証券㈱（現㈱ＳＢＩ証券）取締役会長
2005年６月 ＳＢＩベンチャーズ㈱（現ＳＢＩインベストメント

㈱）代表取締役執行役員ＣＥＯ
2007年６月 SBI VEN HOLDINGS PTE. LTD.取締役（現任）
2008年４月 ＳＢＩアラプロモ㈱（現ＳＢＩファーマ㈱）代表取締役執行役員ＣＥＯ
2008年７月 ＳＢＩリクイディティ・マーケット㈱取締役会長（現任）
2010年10月 ㈱ＳＢＩ証券代表取締役会長（現任）
2011年２月 ＳＢＩジャパンネクスト証券㈱取締役（現任）
2012年６月 当社代表取締役執行役員社長
2012年７月 モーニングスター㈱取締役(現任)
2012年７月 SBI Hong Kong Holdings Co., Limited代表取締役（現任）
2013年５月 ＳＢＩインベストメント㈱代表取締役執行役員会長（現任）
2014年６月 ＳＢＩファイナンシャルサービシーズ㈱取締役会長
2014年６月 ＳＢＩキャピタルマネジメント㈱取締役会長（現任）
2015年11月 ＳＢＩグローバルアセットマネジメント㈱代表取締役会長
2016年４月 SBI ALA Hong Kong Co., Limited（現SBI 

ALApharma Co., Limited）取締役（現任）
2016年６月 ＳＢＩファーマ㈱代表取締役執行役員社長（現任）
2017年10月 ＳＢＩクリプトカレンシーホールディングス㈱（現ＳＢＩデジ

タルアセットホールディングス㈱）代表取締役社長（現任）
2018年 6 月 ＳＢＩファイナンシャルサービシーズ㈱代表取締役会長（現任）
2018年 6 月 当社代表取締役社長（現任）
2018年 6 月 ＳＢＩグローバルアセットマネジメント㈱取締役会長（現任）
2018年 7 月 ＳＢＩネオファイナンシャルサービシーズ㈱代表取締役（現任）
2019年 4 月 Ripple Labs Inc.取締役（現任）

取締役候補者とした理由
北尾吉孝氏は、創業以来、代表取締役社長として卓越した経営手腕を発揮し、証券・銀
行・保険と広範囲にわたる金融サービス事業において、インターネット金融を中心とし
た金融コングロマリットを構築したほか、国内外に展開するアセットマネジメント事業
やバイオ関連事業を牽引するなど当企業グループの強固な事業基盤を築いてまいりま
した。また、経営全般に関する卓越した見識と豊富な経験を有し、今後も、当企業グル
ープの持続的な企業価値向上に必要不可欠であると判断したため、引き続き同氏を取締
役候補者といたしました。

－ 29 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

２

かわ
川

しま
島

かつ
克

や
哉

(1963年３月30日生)

所有する
当社株式の数

737,870株

1985年４月 野村證券㈱入社
1995年８月 ソフトバンク㈱(現ソフトバンクグループ㈱)入社
1999年７月 当社取締役
1999年10月 ソフトバンク・フロンティア証券㈱（現㈱ＳＢＩ証

券）代表取締役社長
2000年11月 ソフトバンク・ファイナンス㈱（現ソフトバンク㈱）

代表取締役社長
2001年３月 モーニングスター㈱代表取締役社長
2005年12月 イー・トレード証券㈱（現㈱ＳＢＩ証券）取締役執行

役員副社長
2006年４月 ㈱ＳＢＩ住信ネットバンク設立準備調査会社（現住信

ＳＢＩネット銀行㈱）代表取締役副社長
2007年９月 住信ＳＢＩネット銀行㈱代表取締役副社長ＣＯＯ
2011年８月 同社代表取締役社長
2014年４月 同社取締役
2014年４月 ＳＢＩマネープラザ㈱代表取締役社長
2014年６月 ㈱ＳＢＩ証券取締役（現任）
2014年６月 当社代表取締役執行役員副社長
2015年４月 ＳＢＩファイナンシャルサービシーズ㈱取締役（現任）
2015年４月 ＳＢＩキャピタルマネジメント㈱代表取締役社長（現任）
2015年４月 ＳＢＩインベストメント㈱代表取締役執行役員社長（現任）
2015年９月 ㈱ＳＢＩ貯蓄銀行取締役（現任）
2017年５月 住信ＳＢＩネット銀行㈱取締役（現任）
2018年６月 当社代表取締役副社長（現任）
2018年７月 ＳＢＩネオファイナンシャルサービシーズ㈱取締役（現任）
2019年２月 SBI地域事業承継投資㈱代表取締役社長（現任）
2019年３月 マネータップ㈱代表取締役社長（現任）

取締役候補者とした理由
川島克哉氏は、金融サービス事業の中核を担う㈱ＳＢＩ証券、住信ＳＢＩネット銀行㈱
などの重要な役職を歴任し、2015年４月からはＳＢＩキャピタルマネジメント㈱代表
取締役社長として、ベンチャーキャピタル事業並びに海外金融サービス事業を牽引して
まいりました。また、経営全般に関する幅広い見識と豊富な経験を有し、今後も、当企
業グループの持続的な企業価値向上への貢献が期待できると判断したため、引き続き同
氏を取締役候補者といたしました。

－ 30 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

３

なか
中

がわ
川

 
　

たかし
隆

(1963年９月６日生)

所有する
当社株式の数

42,000株

1987年４月 ㈱富士銀行（現㈱みずほフィナンシャルグループ）入行
1999年４月 ソフトバンク・ファイナンス㈱（現ソフトバンク㈱）入社
2000年６月 当社入社
2002年12月 当社取締役
2005年６月 ＳＢＩベンチャーズ㈱（現ＳＢＩインベストメント

㈱）取締役執行役員常務
2006年７月 ソフトバンク・インベストメント㈱（現ＳＢＩインベ

ストメント㈱）代表取締役執行役員ＣＯＯ
2007年６月 当社取締役執行役員常務
2008年６月 当社取締役執行役員専務
2012年６月 ＳＢＩキャピタルマネジメント㈱代表取締役社長
2012年６月 当社取締役執行役員専務海外事業本部ファンド投資統括
2013年２月 当社取締役執行役員専務
2014年６月 SBI AXES㈱（現SBI FinTech Solutions㈱）取締役会長
2014年６月 当社代表取締役執行役員専務
2015年３月 当社代表取締役執行役員副社長
2015年４月 ＳＢＩファイナンシャルサービシーズ㈱代表取締役社長
2015年４月 ＳＢＩインベストメント㈱取締役（現任）
2015年４月 ＳＢＩマネープラザ㈱取締役会長
2015年６月 ㈱ＳＢＩ証券取締役
2015年６月 住信ＳＢＩネット銀行㈱取締役
2018年３月 SBI Investment KOREA Co., Ltd.取締役（現任）
2018年６月 当社代表取締役副社長（現任）

取締役候補者とした理由
中川隆氏は、当企業グループの中核事業であるアセットマネジメント事業及び金融サー
ビス事業において、ＳＢＩインベストメント㈱代表取締役、ＳＢＩファイナンシャルサ
ービシーズ㈱代表取締役社長などの重要な役職を歴任し、経営全般に関する幅広い見識
と豊富な経験を有しております。また、管理本部管掌役員として、人事施策の立案、推
進をはじめとする管理部門全般を統括しており、今後も、当企業グループの持続的な企
業価値向上への貢献が期待できると判断したため、引き続き同氏を取締役候補者といた
しました。

－ 31 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

４

たか
髙

むら
村

まさ
正

と
人

(1969年２月26日生)

所有する
当社株式の数

250,000株

1992年４月 ㈱三和銀行（現㈱三菱ＵＦＪ銀行）入行
2005年３月 イー・トレード証券㈱（現㈱SBI証券）入社
2005年10月 同社コーポレート部長
2006年３月 同社執行役員コーポレート部長
2007年６月 ＳＢＩイー・トレード証券㈱（現㈱ＳＢＩ証券）取締

役執行役員コーポレート部管掌
2012年４月 ㈱ＳＢＩ証券常務取締役コーポレート部管掌
2013年３月 同社代表取締役社長（現任）
2013年６月 当社取締役
2016年６月 当社取締役執行役員常務
2017年６月 当社取締役執行役員専務
2018年６月 ＳＢＩファイナンシャルサービシーズ㈱代表取締役社長（現任）
2018年６月 当社取締役副社長（現任）
2018年７月 ＳＢＩネオファイナンシャルサービシーズ㈱取締役（現任）

取締役候補者とした理由
髙村正人氏は、㈱ＳＢＩ証券代表取締役社長を務め、証券事業の成長に大きく貢献する
などの実績があり、経営者として豊富な経験と幅広い見識を有しております。また
2018年６月からはＳＢＩファイナンシャルサービシーズ㈱代表取締役社長として、金
融サービス事業を統括しており、今後も、当企業グループの持続的な企業価値向上への
貢献が期待できると判断したため、引き続き同氏を取締役候補者といたしました。

－ 32 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

５

もり
森

た
田

しゅん
俊

ぺい
平

(1974年12月31日生)

所有する
当社株式の数

70,000株

1998年４月 ソフトバンク㈱(現ソフトバンクグループ㈱)入社
1999年４月 ソフトバンク・アカウンティング㈱(現ソフトバンク㈱）入社
2000年７月 オフィスワーク㈱（現ＳＢＩビジネス・ソリューショ

ンズ㈱）代表取締役社長
2002年10月 オフィスワーク・システムズ㈱（現ＳＢＩビジネス・

ソリューションズ㈱）代表取締役社長
2005年11月 ㈱ジェイシーエヌランド（現ＳＢＩビジネス・ソリュ

ーションズ㈱）代表取締役社長
2009年６月 当社取締役執行役員
2011年６月 モーニングスター㈱社外監査役
2011年10月 当社取締役執行役員ＣＦＯ
2012年５月 ＳＢＩアートオークション㈱代表取締役（現任）
2012年６月 ＳＢＩファイナンシャルサービシーズ㈱取締役（現任）
2012年６月 ＳＢＩキャピタルマネジメント㈱取締役（現任）
2012年６月 当社取締役執行役員常務
2014年12月 ＳＢＩポイント㈱代表取締役（現任）
2016年６月 ＳＢＩインキュベーション㈱代表取締役（現任）
2017年６月 ＳＢＩビジネス・ソリューションズ㈱取締役（現任）
2017年６月 当社取締役執行役員専務
2017年８月 SBI Crypto㈱取締役（現任）
2017年10月 ＳＢＩクリプトカレンシーホールディングス㈱（現ＳＢＩ

デジタルアセットホールディングス㈱）取締役（現任）
2018年３月 ＳＢＩアルファ・トレーディング㈱取締役（現任）
2018年５月 ＳＢＩバーチャル・カレンシーズ㈱取締役（現任）
2018年６月 当社専務取締役（現任）
2018年７月 ＳＢＩフューチャーズ㈱取締役（現任）
2018年11月 SBI EVERSPIN㈱代表取締役（現任）
2018年11月 ＳＢＩセキュリティ・ソリューションズ㈱取締役（現任）
2019年３月 SBI Mining Chip㈱取締役（現任）

取締役候補者とした理由
森田俊平氏は、当社取締役に就任した後、2011年10月から最高財務責任者として当企
業グループの経営戦略を経理・財務面から支えてまいりました。特に、財務及び会計分
野における相当の専門知識に加え、高い倫理観を有しております。また、デジタルアセ
ット事業においては、主要な子会社の取締役を務め、当該事業を牽引しており、今後
も、当企業グループの持続的な企業価値向上への貢献が期待できると判断したため、引
き続き同氏を取締役候補者といたしました。

－ 33 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

６

やま
山

だ
田

まさ
真

ゆき
幸

(1962年10月13日生)

所有する
当社株式の数

14,030株

1987年４月 総合法令㈱（現総合法令出版㈱）入社
1999年５月 米国ニューヨーク州弁護士登録
1999年11月 ソフトバンク・ファイナンス㈱（現ソフトバンク㈱）入社
2001年６月 同社法務部マネージャー
2004年６月 ベネフィット・システムズ㈱（現ＳＢＩベネフィッ

ト・システムズ㈱）監査役
2004年11月 当社入社
2007年４月 当社法務部部長
2009年６月 当社執行役員
2009年７月 当社執行役員国際法務部長
2014年６月 当社執行役員法務コンプライアンス部長
2015年４月 ＳＢＩインベストメント㈱法務部長
2015年11月 ＳＢＩグローバルアセットマネジメント㈱監査役（現任）
2016年６月 当社取締役執行役員法務コンプライアンス部長
2016年７月 SBI Ventures Two㈱取締役（現任）
2017年３月 ＳＢＩインキュベーション㈱取締役（現任）
2017年６月 ＳＢＩインターネットキャピタル㈱取締役
2018年６月 当社取締役法務コンプライアンス部長（現任）
2019年１月 ＳＢＩキャピタル㈱取締役（現任）

取締役候補者とした理由
山田真幸氏は、米国ニューヨーク州弁護士として当社法務コンプライアンス部を担当す
る執行役員を務めるなど、豊富な実務経験と高い倫理観を有しており、今後も、当企業
グループの持続的な企業価値向上への貢献が期待できると判断したため、引き続き同氏
を取締役候補者といたしました。

－ 34 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

７

よし
吉

だ
田

まさ
正

き
樹

(1959年８月13日生)

所有する
当社株式の数

10,000株

1983年４月 ㈱フジテレビジョン（現㈱フジ・メディア・ホールデ
ィングス）入社

2006年６月 同社編成制作局バラエティ制作センター部長
2006年６月 同社デジタルコンテンツ局デジタル企画室部長
2007年４月 KLab㈱社外監査役
2009年１月 ㈱吉田正樹事務所代表取締役（現任）
2009年１月 ㈱ワタナベエンターテインメント代表取締役会長（現任）
2010年６月 当社取締役（現任）
2011年10月 一般財団法人渡辺音楽文化フォーラム評議委員議長

（現任）
2011年10月 ビスケット・エンターテイメント㈱代表取締役会長

（現任）
2012年11月 KLab㈱社外取締役
2018年４月 立教大学諮問委員会　諮問委員(現任）
2019年４月 KLab㈱顧問(現任）

取締役候補者とした理由
吉田正樹氏は、㈱フジテレビジョン（現㈱フジ・メディア・ホールディングス）にて当
企業グループとの共同ファンドの運用における重要な役職を務めた後、㈱ワタナベエン
ターテインメント代表取締役会長を務めるなど、特に、メディア関連の豊富な経験と深
い知見を有しております。その豊富な経験と深い知見を活かし、今後も、当企業グルー
プの持続的な企業価値向上への貢献が期待できると判断したため、引き続き同氏を取締
役候補者といたしました。

－ 35 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

８

さ
佐

とう
藤

てる
輝

ひで
英

(1975年２月24日生)

所有する
当社株式の数

2,820株

1997年９月 ソフトバンク㈱(現ソフトバンクグループ㈱)入社
サイバーキャッシュ㈱（現ベリトランス㈱）へ出向

1999年４月 ソフトバンク・ファイナンス㈱（現ソフトバンク㈱）
へ転籍

2000年３月 ソフトバンク・ファイナンス㈱（現ソフトバンク㈱）
退社（サイバーキャッシュ㈱（現ベリトランス㈱）出
向解除）

2000年４月 ㈱ネットプライス（現BEENOS㈱）代表取締役社長
兼ＣＥＯ

2007年２月 ㈱ネットプライスドットコム（現BEENOS㈱）代表
取締役社長兼グループＣＥＯ

2011年９月 ㈱Open Network Lab取締役
2012年１月 PT MIDTRANSコミサリス
2012年５月 ㈱Netprice Partners (現㈱BEENOS Partners）代表

取締役社長
2013年１月 BEENOS Asia Pte. Ltd.代表取締役
2013年６月 当社社外取締役（現任）
2014年４月 BEENOS VN, Inc.代表取締役
2014年５月 BEENOS Plaza Pte. Ltd.代表取締役
2014年11月 PT Tokopediaコミサリス（現任）
2014年12月 BEENOS㈱取締役
2015年２月 同社ファウンダー兼顧問
2015年４月 BEENEXT PTE. LTD.ディレクター（現任）
2015年７月 Sen Do Technology Joint Stock Companyディレ

クター（現任）
2016年７月 DROOM PTE. LTD.ディレクター
2016年11月 BEENEXT CAPITAL MANAGEMENT PTE. LTD.

ディレクター（現任）
社外取締役候補者とした理由
佐藤輝英氏は、サイバーキャッシュ㈱（現ベリトランス㈱）の日本法人立上げに参画
し、㈱ネットプライス（現BEENOS㈱）代表取締役社長兼CEOを務めるなど、特に、
アジアにおけるインターネット事業に関して豊富な経験と深い知見を有しておりま
す。その豊富な経験と深い知見を活かし、今後も、当社の社外取締役として職務を適切
に遂行できるものと判断したため、引き続き同氏を社外取締役候補者といたしました。

－ 36 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

９

たけ
竹

なか
中

へい
平

ぞう
蔵

(1951年３月３日生)

所有する
当社株式の数

－

1990年４月 慶應義塾大学総合政策学部助教授
1996年４月 同大学総合政策学部教授
2001年４月 経済財政政策担当大臣
2002年９月 金融担当大臣・経済財政政策担当大臣
2004年７月 参議院議員
2004年９月 経済財政政策・郵政民営化担当大臣
2005年10月 総務大臣・郵政民営化担当大臣
2006年11月 慶應義塾大学グローバルセキュリティ研究所所長
2006年12月 アカデミーヒルズ理事長（現任）
2009年８月 ㈱パソナグループ取締役会長（現任）
2010年４月 慶應義塾大学総合政策学部教授
2015年６月 オリックス㈱社外取締役（現任）
2016年４月 東洋大学国際地域学部（現国際学部）教授（現任）
2016年４月 慶應義塾大学名誉教授（現任）
2016年６月 当社社外取締役（現任）
2018年２月 ㈱MAYA SYSTEM社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由
竹中平蔵氏は、経済財政政策担当大臣、金融担当大臣、総務大臣などを歴任し、また、
慶應義塾大学や東洋大学で教鞭をとる一方、民間企業において社外取締役として活躍す
るなど豊富な業務経験を有しております。その豊富な経験と幅広い見識を活かし、今後
も、当社の社外取締役として職務を適切に遂行できるものと判断したため、引き続き同
氏を社外取締役候補者といたしました。

－ 37 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

10

すず
鈴

き
木

やす
康

ひろ
弘

(1965年２月28日生)

所有する
当社株式の数

－

1987年４月 富士通㈱ 入社
1996年９月 ソフトバンク㈱（現 ソフトバンクグループ㈱）入社
1999年４月 ソフトバンク・コマース㈱（現 ソフトバンク㈱）執行役員
1999年８月 イー・ショッピング・ブックス㈱（現 ㈱セブンネッ

トショッピング）取締役
2000年６月 同社 代表取締役社長
2008年７月 ㈱セブン＆アイ・ネットメディア 取締役
2014年３月 同社 代表取締役社長
2014年３月 ㈱セブン＆アイ・ホールディングス 執行役員CIO
2015年５月 ㈱セブン＆アイ・ホールディングス 取締役執行役員CIO
2017年３月 ㈱デジタルシフトウェーブ 代表取締役社長（現任）
2017年６月 当社社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由
鈴木康弘氏は、㈱セブン＆アイ・ネットメディア代表取締役社長、㈱セブン＆アイ・ホ
ールディングス取締役執行役員CIOなどを歴任され、インターネット事業を始め幅広い
分野での豊富な経験を有しております。その豊富な経験と幅広い見識を活かし、今後
も、当社の社外取締役として職務を適切に遂行できるものと判断したため、引き続き同
氏を社外取締役候補者といたしました。

－ 38 －

取締役選任議案
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２．新任取締役候補者は次のとおりであります。
候補者
番　号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

11

く さ

日
か

下
べ

部
さ と

聡
え

恵
(1970年11月11日生)

所有する
当社株式の数

2,000株

1991年10月 太田昭和監査法人（現ＥＹ新日本有限責任監査法人）
入所(会計士補）

1995年２月 公認会計士登録
2006年５月 新日本監査法人（現ＥＹ新日本有限責任監査法人）　

金融監査部　金融サービス部 ディレクター
2007年７月 当社入社
2007年８月 当社内部監査部長
2010年６月 ㈱ＳＢＩ証券取締役
2013年６月 ㈱ＳＢＩ証券執行役員監査部管掌
2013年８月 住信ＳＢＩネット銀行㈱内部監査部部長
2018年６月 ㈱ＳＢＩ証券取締役リスク管理部長（現任）
2018年12月 当社執行役員（現任）

取締役候補者とした理由
日下部聡恵氏は、公認会計士として企業の内部統制監査等を務め、当該分野における豊
富な経験を有しております。また、当社及び金融サービス事業の中核を担う㈱ＳＢＩ証
券において、監査部門・リスク管理部門を中心に業務を遂行してまいりました。昨今、
AML/CFT（資金洗浄及びテロ資金対策）の重要性が一層増す中、当該分野における幅
広い見識を活かし、当企業グループのリスク管理体制について更なる強化・向上への貢
献が期待できると判断したため、同氏を新たに取締役候補者といたしました。

－ 39 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

12

く

久
ぼ

保
じゅん

純
こ

子

(戸籍上の氏名:
き よ

清
し げ

重
じゅん

純
こ

子 )
(1972年1月24日生)

所有する
当社株式の数

－

1994年 4 月 日本放送協会（NHK）入局、大阪放送局
1996年 2 月 同　東京アナウンス室
2003年 7 月 世界情報社会サミット　親善大使
2004年 3 月 日本放送協会　退局
2004年 4 月 フリーアナウンサー
2009年 9 月 （公社）日本ユネスコ協会連盟

ユネスコ世界寺子屋運動 広報特使（現任）

社外取締役候補者とした理由
久保純子氏は、「女性の視点に立った経営戦略」が重要な当社にとって、その分野に極
めて高い知見を有しております。家計における金融サービス選択の実質的な権限を女
性が持つことが益々進んでいる状況下、女性の視点に立った商品開発が重要になってお
り、この「女性の視点」を取締役会においても有し、強化することが当社の大きな課題
です。
また、メディアを中心に、過去及び現在幅広く活躍しており、当社グループの事業・産
業に対する専門的知見を有する取締役とは異なる新鮮な視点で当社の経営を監督し、多
くの個人株主を含む当社のステークホルダーの皆様のご意見を取締役会に反映すると
いう点についても、適任であると判断したため、新たに同氏を社外取締役候補者といた
しました。

－ 40 －

取締役選任議案
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（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．佐藤輝英氏、竹中平蔵氏、鈴木康弘氏及び久保純子氏は、社外取締役候補者であり

ます。
３．当社は、佐藤輝英氏及び鈴木康弘氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし

て指定し、同取引所に届け出ております。なお、各氏の再任が承認された場合には、
引き続き独立役員とする予定であります。

４．当社は、竹中平蔵氏及び久保純子氏が原案どおり選任された場合には、各氏を東京
証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定であり
ます。

５．久保純子氏は、これまで、直接会社経営に関与した経験はありませんが、社外取締
役候補者とした理由に基づき、社外取締役として職務を適切に遂行できるものと判
断いたしました。

６．佐藤輝英氏は、現在、当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は、
本定時株主総会終結の時をもって６年となります。
竹中平蔵氏は、現在、当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は、
本定時株主総会終結の時をもって３年となります。
鈴木康弘氏は、現在、当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は、
本定時株主総会終結の時をもって２年となります。

７．当社は佐藤輝英氏、竹中平蔵氏及び鈴木康弘氏との間で会社法第427条第１項及び
当社定款第25条第２項の規定に基づき、100万円または法令の定める最低責任限度
額のいずれか高い額を限度として、同法第423条第１項の賠償責任を限定する責任
限定契約を締結しております。佐藤輝英氏、竹中平蔵氏及び鈴木康弘氏の再任が承
認された場合、当社は、各氏との間の当該契約を継続する予定であります。

８．久保純子氏の選任が承認された場合、当社は、同氏との間で上記７．に記載の責任
限定契約と同様の契約を締結する予定であります。

－ 41 －

取締役選任議案
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第２号議案　補欠監査役１名選任の件
法令に定める監査役の員数が欠けた場合においても監査業務の継続性を維持する

ため、補欠の社外監査役として若槻哲太郎氏を選任することをお願いするものであ
ります。

なお、若槻哲太郎氏の補欠の社外監査役としての選任の効力は就任前に限り、監
査役会の同意を得て、取締役会の決議により、これを取り消すことができるものと
いたします。
　また、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
氏 名
（生年月日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況

わか
若

つき
槻

てつ
哲

た
太

ろう
郎

(1974年10月22日生)

所有する
当社株式の数

－

2000年４月 弁護士登録（東京弁護士会）
森綜合法律事務所（現 森・濱田松本法律事務所） 入所

2004年４月 村田・若槻法律事務所 代表パートナー（現任）
2008年４月 法政大学法科大学院 兼任講師
2010年４月 法政大学法科大学院 兼任教授
2012年12月 ㈱ドゥ・ハウス 社外監査役
2015年３月 ㈱大塚商会 社外監査役（現任）
2015年６月 SBIマネープラザ㈱ 社外監査役

補欠の社外監査役候補者とした理由
若槻哲太郎氏は、弁護士としての豊富な経験と法務全般に関する専門的な知見を有しており
ます。その専門的な知見を活かし、当社の社外監査役として職務を適切に遂行できるものと
判断したため、引き続き同氏を補欠の社外監査役候補者といたしました。

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．若槻哲太郎氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
３．若槻哲太郎氏が監査役に就任した場合には、東京証券取引所の定めに基づく独立役

員として指定し、同取引所に届け出る予定であります。
４．若槻哲太郎氏は、これまで、社外取締役または社外監査役となること以外の方法で

直接会社経営に関与した経験はありませんが、補欠の社外監査役候補者とした理由
に基づき、社外監査役として職務を適切に遂行できるものと判断いたしました。

５．当社は、若槻哲太郎氏が監査役に就任した場合には、会社法第427条第１項及び当
社定款第32条第２項の規定に基づき、100万円または法令の定める最低責任限度額
のいずれか高い額を限度として、同法第423条第１項の賠償責任を限定する責任限
定契約を締結する予定であります。

－ 42 －

補欠監査役選任議案
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第３号議案　取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件
当社の取締役の報酬等の額は、2000年11月13日開催の第2回定時株主総会におい

て、年額15億円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない。）と
ご承認いただいておりますが、今般、取締役（社外取締役を除く。以下、「対象取
締役」という。）に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与える
とともに、対象取締役と株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、
上記の報酬枠とは別枠で、当社の対象取締役に対し、新たに譲渡制限付株式の付与
のための報酬を支給することにつきご承認をお願いいたします。

本議案に基づき当社の対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給す
る金銭報酬の総額は、上記の目的を踏まえ相当と考えられる金額として、年額5億
円以内といたします。また、各対象取締役への具体的な配分については、取締役会
において決定することといたします。

なお、現在の取締役は16名（うち社外取締役6名）ですが、第1号議案が原案どお
り承認可決されますと、取締役は12名（うち社外取締役4名）となります。

また、対象取締役は、当社の取締役会決議に基づき、本議案により生ずる金銭報
酬債権の全部を現物出資財産として給付し、当社の普通株式について発行又は処分
を受けるものとし、これにより発行又は処分をされる当社の普通株式の総数は年28
万９千株以内とし、その１株当たりの払込金額は各取締役会決議の日の前営業日に
おける東京証券取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していな
い場合は、それに先立つ直近取引日の終値）とします。また、これによる当社の普
通株式の発行又は処分に当たっては、当社と対象取締役との間で、以下の内容を含
む譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」といいます。）を締結するものと
します。

(1) 　当該対象取締役は、3年間から5年間までの間で当社の取締役会が定める期
間（以下「譲渡制限期間」という。）、本割当契約により割当てを受けた当
社の普通株式（以下「本割当株式」という。）について、譲渡、担保権の設
定その他の処分をしてはならない（以下「譲渡制限」という。）。

(2) 　当該対象取締役が、3年間から5年間までの間で当社の取締役会が定める役
務提供予定期間（以下「役務提供予定期間」という。）が満了する前に当社
又は当社の子会社の取締役、執行役、執行役員又は使用人を退任した場合に
は、当社の取締役会が正当と認める理由がある場合を除き、当社は、本割当
株式を当然に無償で取得する。

－ 43 －
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(3) 　上記(1)の定めにかかわらず、当社は、当該対象取締役が、役務提供予定期
間中、継続して、当社又は当社の子会社の取締役、執行役、執行役員又は使
用人の地位にあったことを条件として、本割当株式の全部について、譲渡制
限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。ただし、当該対象取締
役が、上記(2)に定める当社の取締役会が正当と認める理由により、役務提
供予定期間が満了する前に上記(2)に定める地位を退任した場合には、譲渡
制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制限を解除する時期を、必要に応じ
て合理的に調整するものとする。

(4) 　当社は、譲渡制限期間が満了した時点において上記(3)の定めに基づき譲渡
制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

(5) 　上記(1)の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社
となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画そ
の他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等
に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締
役会）で承認された場合には、当社の取締役会の決議により、役務提供予定
期間の開始日から当該組織再編等の承認の日までの期間を踏まえて合理的に
定める数の本割当株式について、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲
渡制限を解除する。

(6) 　上記(5)に規定する場合においては、当社は、上記(5)の定めに基づき譲渡
制限が解除された直後の時点においてなお譲渡制限が解除されていない本割
当株式を当然に無償で取得する。

　以　上

－ 44 －

議案
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インターネットによる議決権行使のご案内
１．インターネットによる議決権行使について
(1) 書面による議決権行使に代えて、当社指定の「議決権行使ウェブサイト」(下記URL)にて

議決権を行使可能です。ご希望の方は、同封の議決権行使書用紙右片に記載の議決権行使
コード及びパスワードにてログインしていただき、画面の案内に従ってご入力ください。
なお、セキュリティ確保のため、初回ログインの際にパスワードを変更いただく必要があ
ります。

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

(2) 行使期限は2019年6月26日（水曜日）午後5時45分までであり、同時刻までにご入力を終
える必要があります。お早めの行使をお願いいたします。

(3) 書面とインターネットによる議決権行使を重複して行使された場合は、インターネットに
よるものを有効とします。インターネットにより複数回行使された場合は、最後に行われ
たものを有効とします。

(4) パスワード（株主様が変更されたものを含みます。）は今回の総会のみ有効です。次回の
株主総会時は新たに発行いたします。

(5) インターネット接続に係る費用は株主様のご負担となります。

（ご注意）
・パスワードは、ご投票される方がご本人であることを確認する手段です。なお、パスワー

ドを弊社よりお尋ねすることはございません。
・パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。ロックされた場

合、画面の案内に従ってお手続きください。
・議決権行使ウェブサイトは一般的なインターネット接続機器にて動作確認を行っておりま

すが、ご利用の機器によってはご利用いただけない場合があります。

２．お問い合わせ先について
ご不明点は、株主名簿管理人であるみずほ信託銀行 証券代行部（以下）までお問い合わせ
ください。
(1) 議決権行使ウェブサイトの操作方法等に関する専用お問い合わせ先

フリーダイヤル　0120-768-524（平日 9：00～21：00）
(2) 上記以外の株式事務に関するお問い合わせ先

フリーダイヤル　0120-288-324（平日 9：00～17：00）

（ご参考）
機関投資家の皆様につきましては、株式会社ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォ
ームをご利用いただくことが可能です。

－ 45 －

インターネットによる議決権行使のご案内
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メ　　モ

－ 46 －
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メ　　モ

－ 47 －
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
会場　ホテルオークラ東京　別館地下２階「アスコットホール」

東京都港区虎ノ門二丁目10番４号　TEL 03－3582－0111（代表）

神谷町MTビル 虎ノ門４丁目MTビル
ホテルオークラ東京

虎ノ門琴平タワー

桜田通り

首都高速3号線

← 芝公園 新
橋 

↓

外
堀
通
り

↑ 

赤
坂
見
附

霧が関ビル

特許庁

赤坂インターシティ 赤坂インターシティAIR

城山トラストタワー

スウェーデン大使館

大倉集古館

アメリカ大使館

六本木通り
← 六本木

ANAインター
コンチネンタル
ホテル東京

虎の門病院

JTビル

商船三井ビル

泉屋博古館
分館

ス
ペ
イ
ン

大
使
館

霊南坂
教会

虎ノ門ツイン
ビルディング

本館
別館

N

本館建替え中

銀座線 虎ノ門駅
出口 3

日比谷線 神谷町駅
出口 4b

溜池

虎ノ門

〈交通のご案内〉
東京メトロ／日比谷線「神谷町駅」出口4ｂより徒歩10分以内

銀座線　「虎ノ門駅」出口3より徒歩15分以内

なお、お車でのご来場はご遠慮ください。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図
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2019年６月６日

株主各位

第21期定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示情報

ＳＢＩホールディングス株式会社

表紙
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事業報告の「新株予約権等の状況」

(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権等の状況

該当事項はありません。

(3)その他新株予約権等の状況

　2018年８月28日の取締役会決議に基づいて発行された、ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債に付された

新株予約権の内容は、以下のとおりです。

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 転換価額 行使期間
本社債の

額面金額の総額

2023年満期 5,000個
普通株式

本社債の額面金額の総額を
転換価額で除した数

3,508円
2018年９月27日から
2023年８月30日まで

500億円

－ 1 －

新株予約権等の状況
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事業報告の「会計監査人の状況」

(1) 名称　有限責任監査法人トーマツ

(2) 当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

335百万円

(3) 当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

505百万円

 (注) １．当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品

取引法上の監査に対する報酬等の額を明確に区分しておらず、且つ、実質的にも区分できません

ので、上記⑵の金額には、これらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、前事業年度の監査実績の評価を踏まえ、会計監査人から説明を受けた監査計画の内

容、監査予定時間及び報酬見積りの算定根拠の妥当性について検討した結果、会計監査人の報酬

等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

３．当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務であるコンフォートレ

ター作成業務等についての対価を支払っております。

４．当社の重要な子会社のうち６社は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は監査役全

員の同意によって、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招

集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

また、上記のほか、会計監査人の独立性及び専門性並びに職務の遂行状況に鑑み、会計監査人が適正に監査

を遂行することが困難であると認められる場合、監査役会は、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会

議の目的とすることといたします。

－ 2 －

会計監査人の状況
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事業報告の「業務の適正を確保するための体制」

当事業年度末における取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会

社の業務並びに会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制についての取締役

会決議の内容は以下のとおりであります。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　当社は、法令遵守及び倫理的行動が、当社の経営理念・ビジョンの実現の前提であることを、代表取締役

をして全役職員に徹底させるものとする。

②　当社は、取締役会規程に基づき原則として毎月１回の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を

開催することにより、取締役間の意思疎通を図ると共に、代表取締役の業務執行を監督し、法令・定款違反

行為を未然に防止するものとする。

③　当社は、取締役会の決議によりコンプライアンス担当役員を定め、その直轄部門としてコンプライアンス

部門を設置し、当社のコンプライアンス上の課題・問題の把握に努めさせる。また、取締役会の決議により

業務管理部門・管理部門のいずれからも独立した組織である内部監査部門を設置する。同部門は、法令等遵

守、業務適切性、内部統制の適正運用などから成る内部管理態勢の適正性を、総合的・客観的に評価すると

共に、監査の結果抽出された課題について、改善に向けた提言やフォローアップを実施する。監査の実施に

際しては、社員のほか必要に応じて外部専門家等の助力を得て行うものとする。

　　監査結果は個別の監査終了後遅滞なく、６ヶ月に一度以上代表取締役を通じて取締役会に報告されるほ

か、監査役にも定期的に報告される。

④　当社は、取締役及び使用人が当社における法令・定款違反行為その他コンプライアンスに関する重要な事

実を発見した場合に報告することを可能とするために、内部監査部門・監査役に直接通報を行うための内部

通報制度を整備するものとする。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　当社は、取締役会の決議により文書管理規程を定め、取締役の職務の執行に係る情報を、文書または電磁

的記録（以下「文書等」という）に記載または記録して保存し、管理するものとする。

②　文書等は、取締役または監査役が常時閲覧できるものとする。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　当社は、当社の業務執行及び経営理念・ビジョンの達成を阻害しうるリスクに対して、そのリスクを把握

し、適切に評価して管理するため、取締役会が定めるリスク管理規程等に従い、リスク管理に関する責任者

としてリスク管理担当役員を定めると共に、リスク管理部門を設置する。

②　当社は、経営危機が顕在化した場合には、危機管理規程に従い、リスク管理担当役員を責任者とする対策

本部を設置し、当該経営危機に関する情報が適時且つ適切にリスク管理担当役員、リスク管理部門、総務・

人事部門、広報・ＩＲ部門、法務及びコンプライアンス部門を管掌する部門長等の必要な役職員に共有され

る体制を整備し、当該経営危機に対処するものとする。

－ 3 －

業務の適正を確保するための体制
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　当社は、取締役会の決議により職務分掌を定め、取締役間の職務分担を明確にするものとする。

②　当社は、適切且つ迅速な意思決定を可能とする情報システムを整備するものとする。

③　当社は、原則として毎月１回の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、各部門におい

て生じる問題の解決を適時且つ適切に行うと共に、問題解決から得られるノウハウを取締役に周知徹底す

る。これにより、その担当職務の執行の効率化を図り、全社的な業務の効率化を図るものとする。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

①　当社は、当社及び子会社から成る企業集団（以下「ＳＢＩグループ」という）における業務の適正の確保

のため、取締役会が定める関係会社管理規程等に従い、各社の経営の自主性を尊重しつつ、ＳＢＩグループ

に属する会社の取締役、使用人、及びその他企業集団の業務に関わる者（以下「ＳＢＩグループ役職員等」

という）から、その職務執行にかかる事項についての報告を受け、必要且つ合理的な範囲で、調査を行うこ

とができるものとする。

②　当社は、ＳＢＩグループ役職員等が、法令・定款違反行為その他コンプライアンスに関する重要な事実を

直接報告するための内部通報制度を整備するものとし、通報状況及びその内容について監査役に報告する。

また、当社は、内部通報制度を利用した通報者及びＳＢＩグループ役職員等の職務執行にかかる事項につい

て監査役に報告したＳＢＩグループ役職員または子会社の監査役に対して、解雇その他いかなる不利な取扱

いを行わないものとする。

③　当社は、ＳＢＩグループ役職員等の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、取締役会

が定めるコンプライアンス規程等に従い、コンプライアンス担当役員及びコンプライアンス部門が、ＳＢＩ

グループに属する会社のコンプライアンス担当者と共同で、ＳＢＩグループ全体のコンプライアンス上の課

題・問題の把握、情報の交換を行うための会議を設置し、ＳＢＩグループに属する会社から開催の請求があ

ったときは、速やかに当該会議を開催するものとする。

④　当社は、取締役会が定める内部監査規程に従い、ＳＢＩグループに属する会社の法令等遵守、業務適切

性、内部統制の適正運用などから成る内部管理態勢の適正性を、総合的・客観的に評価すると共に、監査の

結果抽出された課題について、改善に向けた提言やフォローアップを実施するため、内部監査部門が当該会

社に対する監査を行うものとする。

監査結果は個別の監査終了後遅滞なく、６ヶ月に一度以上代表取締役を通じて取締役会に報告されるほ

か、監査役にも定期的に報告される。

⑤　取締役は、ＳＢＩグループ役職員等の職務の執行において、法令・定款違反行為その他のコンプライアン

スに関する重要な事実を発見した場合には、当社の監査役に報告するものとし、報告を受けた監査役は、重

要な事実が発見された会社の監査役に通知するものとする。

⑥　当社は、ＳＢＩグループにおける損失の危険の管理のため、取締役会が定める関係会社管理規程及びリス

ク管理規程等に従い、ＳＢＩグループに属する会社の損失の危険に関する状況の報告を、ＳＢＩグループに

属する会社のリスク管理担当者等を通じて定期的及び適時に受けるものとする。また、必要に応じ、当社の

リスク管理担当役員及びリスク管理部門が、当該リスク管理担当者と協議し、損失の発生に対して備えるも

－ 4 －

業務の適正を確保するための体制
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のとする。

⑦　当社は、ＳＢＩグループ役職員等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、ＳＢＩグループ

に属する会社に対し、取締役会の決議により職務分掌を定め、取締役間の職務分担を明確にするよう指導す

る。また、必要に応じ当社は、適切且つ迅速な意思決定を可能とする情報システムを提供するものとする。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制及び当該

使用人の取締役からの独立性に関する事項

当社は、監査役から求めがあったときは、監査役の職務を補助しうる知見を有する使用人として内部監査

部門が指名する者を、監査役と協議のうえ定める期間中、取締役の指揮命令系統から独立した監査役の職務

を補助すべき使用人として置くものとし、当該使用人の人事異動及び人事評価については、監査役と事前に

協議を行い、その意見を尊重するものとする。

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

取締役及び使用人は、ＳＢＩグループに関する次の事項を知ったときは、監査役に適時且つ的確に報告す

るものとする。また、取締役及び使用人は、監査役よりＳＢＩグループに関する次の事項について説明を求

められたときは、速やかに詳細な説明を行うものとし、合理的な理由無く説明を拒んではならないものとす

る。

ａ．会社に著しい損害を及ぼす虞のある事項

ｂ．経営に関する重要な事項

ｃ．内部監査に関連する重要な事項

ｄ．重大な法令・定款違反

ｅ．その他取締役及び使用人が重要と判断する事項

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　当社は、監査役の求めに応じて、取締役及び使用人をして監査役と定期的に会合を持たせ、ＳＢＩグルー

プの経営上の課題及び問題点の情報共有に努めるほか、監査役と内部監査部門及び会計監査人の情報共有を

図るものとする。

②　当社は、監査役が重要な子会社の監査役との定期的な会合を設け、相互に連携して、ＳＢＩグループの監

査の実効性を確保できる体制の整備に努めるものとする。

③　監査役の職務の執行について生ずる通常の費用は、監査役会の監査計画に基づき、予め当社の予算に計上

する。また、当社は、緊急または臨時の監査費用を含め、監査役の職務の執行について生ずる費用について

は、監査役の請求に基づき、前払または償還、並びに債務に関する処理を行うものとする。

－ 5 －
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(9) 財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、財務報告の信頼性を確保すべく、適用のある関係法令等に基づき、財務報告に係る内部統制報告

制度の有効かつ適切な運用体制を構築し、その整備、運用、評価を継続的に行うと共に、改善等が必要とな

った場合は速やかにその対策を講じるものとする。

(10)反社会的勢力排除に向けた体制

ＳＢＩグループでは、その行動規範において反社会的勢力には毅然として対決することを宣言すると共

に、当社に反社会的勢力の排除に取り組む対応部署を設置し、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等

の外部専門機関との情報交換を行うなど、連携強化に向けた社内体制の整備を推進するものとする。また、

ＳＢＩグループ役職員等を対象とした研修の開催等により、反社会的勢力との関係を遮断する意識の向上を

図るものとする。さらに、「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」に従って対応すること

を記載したマニュアルを配布し、イントラネットに掲載するなどして、その周知徹底を図るものとする。

－ 6 －

業務の適正を確保するための体制
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事業報告の「業務の適正を確保するための体制の運用状況」

当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、経営理念の第一に「正しい倫理的価値観を持つ」を掲げ、法令遵守及び倫理的価値観が大前提で

あることを明示し、役職員に徹底させております。また、定時取締役会を12回開催し、取締役間の意思疎通

を図ると共に代表取締役の業務執行を監督し、法令・定款違反行為を未然に防止しております。さらに、コ

ンプライアンス担当役員を定めると共にコンプライアンス統括部門を設置し、コンプライアンス上の課題や

問題把握に努めております。また、内部監査部門を設置し、内部管理の適切性を評価し、個別の監査終了

後、代表取締役、取締役会及び監査役に報告しております。そのほか、役職員が直接通報を行うための内部

通報制度を整備、運用しております。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、文書管理規程を定め、取締役の職務の執行に係る情報を適切に記録、保存しており、取締役及び

監査役は必要に応じこれを閲覧することができるようになっております。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、リスク管理担当役員を定めると共にリスク管理部門を設置し、適切なリスク管理に努めておりま

す。また、経営危機が顕在化した場合には、リスク管理担当役員を本部長とする対策本部を設置するなどの

体制を整備、運用しております。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、職務分掌及び職務権限に関する規程を定め、取締役間の職務分担を明確にすると共に、意思決定

のための情報システムを整備、運用しております。また、取締役会において問題解決を行うと共にそのノウ

ハウを周知徹底しており、全社的な業務の効率化を図っております。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は、コンプライアンス・プログラムを策定し、これに従って当企業グループにおけるコンプライアン

ス上の課題の把握及び解決に努めております。また、当社は、内部通報規程を定め、内部通報制度を運用し

ております。内部通報制度は、当企業グループの役職員を対象としており、通報状況及びその内容について

は監査役に報告しております。通報者のほか、職務執行に係る事項について監査役に報告した当企業グルー

プの役職員に対して解雇その他いかなる不利な取扱いを行うことはありません。さらに、ＳＢＩグループ・

コンプライアンス連絡会を開催し、企業集団におけるコンプライアンス上の課題や問題の把握及び情報交換

を行っております。このほか、内部監査部門は内部監査年間計画を策定し、それに従って当企業グループに

属する会社の監査を実施し、代表取締役、取締役会及び監査役に報告しております。取締役は、監査役との

面談等を通じ、必要な事項を監査役に報告しており、重要な報告書は監査役も閲覧できるようになっており

－ 7 －

業務の適正を確保するための体制の運用状況
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ます。そのほか、リスク管理プログラムを策定し、これに従って当企業グループにおけるリスクの状況を把

握し、適切なリスク管理に努めております。当社は、コンプライアンス統括部門や内部監査部門を通じ、子

会社等に対して取締役間の職務分担を明確にするよう指導しているほか、必要に応じて意思決定のための情

報システムを提供しております。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制及び当該

使用人の取締役からの独立性に関する事項

当社は、監査役の求めに応じて、内部監査部門の従業員を監査役の職務を補助する使用人として指名し、

その補助業務を行わせており、その人事評価等については監査役の意見を尊重しております。

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

監査役は、取締役会その他重要な会議への出席、役職員との会合を通じて、必要な事項について報告を受

けております。また、監査役が主要な稟議書その他業務執行に関する重要な書類を閲覧できるような環境の

整備を行っております。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、代表取締役を含む業務執行取締役及び各部署長と定期的に会合を実施し、意見交換を行ってお

ります。また、重要な子会社の監査役を対象とした監査役連絡会を定期的に開催し、当企業グループ各社の

監査役との相互連携を図っております。監査役の職務執行について生ずる費用については適切に費用処理

しております。

(9) 財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、金融商品取引法（昭和23年４月13日法律第25号）第24条の４の４の規定に基づく内部統制報告書

を提出しており、財務報告に係る内部統制報告制度の有効かつ適切な運用体制を構築し、その整備、運用、

評価を適切に行っております。

(10)反社会的勢力排除に向けた体制

当企業グループは、反社会的勢力に対する基本方針を定めコーポレートサイトに掲載する等、社内外に対

して反社会的勢力には毅然として対決することを宣言しております。また、反社会的勢力の排除に取り組む

対応部署を設置すると共に、ＳＢＩグループ・コンプライアンス連絡会等を通じて、反社会的勢力との関係

を遮断する意識の向上を図っております。さらにマニュアル等にも反社会的勢力に対する基本方針に従っ

た内容を記載し、イントラネットに掲載するなどしてその周知徹底を図っております。

－ 8 －
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連 結 持 分 変 動 計 算 書

(2018年４月１日から
2019年３月31日まで)

（単位：百万円）

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分

資 本 金 資 本 剰 余 金 自 己 株 式 そ の 他 の 資 本 の
構 成 要 素

会計方針の変更を反映する前の
当 期 首 残 高

81,681 125,445 △4,647 20,605

会計方針の変更による累積的影響額 － － － 840

当 期 首 残 高 81,681 125,445 △4,647 21,445

当 期 利 益 － － － －

そ の 他 の 包 括 利 益 － － － △4,228

当 期 包 括 利 益 合 計 － － － △4,228

転換社債型新株予約権付社債の発行 － 2,904 － －

転換社債型新株予約権付社債の転換 10,337 6,677 12,248 －

連 結 範 囲 の 変 動 － － － －

剰 余 金 の 配 当 － － － －

自 己 株 式 の 取 得 － － △29,461 －

自 己 株 式 の 処 分 － 22 1,732 －

株 式 に 基 づ く 報 酬 取 引 － 677 － －

支 配 喪 失 を 伴 わ な い 子 会 社
に 対 す る 所 有 者 持 分 の 変 動

－ 6,369 － －

そ の 他 の 資 本 の 構 成 要 素
か ら 利 益 剰 余 金 へ の 振 替

－ － － △240

当 期 末 残 高 92,018 142,094 △20,128 16,977

－ 9 －

連結持分変動計算書
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（単位：百万円）

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分
非 支 配 持 分 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 親会社の所有者に帰属する
持 分 合 計

会計方針の変更を反映する前の
当 期 首 残 高

204,731 427,815 66,009 493,824

会計方針の変更による累積的影響額 △11,625 △10,785 △123 △10,908

当 期 首 残 高 193,106 417,030 65,886 482,916

当 期 利 益 52,548 52,548 14,729 67,277

そ の 他 の 包 括 利 益 － △4,228 384 △3,844

当 期 包 括 利 益 合 計 52,548 48,320 15,113 63,433

転換社債型新株予約権付社債の発行 － 2,904 － 2,904

転換社債型新株予約権付社債の転換 － 29,262 － 29,262

連 結 範 囲 の 変 動 － － △4,775 △4,775

剰 余 金 の 配 当 △20,180 △20,180 △2,018 △22,198

自 己 株 式 の 取 得 － △29,461 － △29,461

自 己 株 式 の 処 分 － 1,754 － 1,754

株 式 に 基 づ く 報 酬 取 引 － 677 455 1,132

支 配 喪 失 を 伴 わ な い 子 会 社
に 対 す る 所 有 者 持 分 の 変 動

－ 6,369 31,221 37,590

そ の 他 の 資 本 の 構 成 要 素
か ら 利 益 剰 余 金 へ の 振 替

240 － － －

当 期 末 残 高 225,714 456,675 105,882 562,557

－ 10 －

連結持分変動計算書
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連　結　注　記　表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結計算書類の作成基準

　当社及び子会社（以下、当企業グループ）の連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、

国際会計基準（以下、IFRS）に準拠して作成しております。なお、本連結計算書類は同項後段の規定により、

IFRSで求められる開示項目の一部を省略しております。

２．連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数は226社であり、主要な連結子会社は、「事業報告　Ⅰ．当企業グループの現況　３．重要

な親会社及び子会社の状況」に記載のとおりであります。

３．持分法の適用に関する事項

　持分法を適用した関連会社及び共同支配企業の数は33社であり、主要な持分法適用会社は、住信ＳＢＩネ

ット銀行㈱であります。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　金融資産の評価基準及び評価方法

(a)金融資産の分類及び測定

　当企業グループが保有する金融資産は、当該金融資産の管理に関する企業のビジネスモデル及び金融

資産の契約上のキャッシュ・フローの特性によって、以下の指定された区分に当初認識時に分類されま

す。

・償却原価で測定される金融資産

・その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産（以下、FVTOCIで測定する負債性金

融資産）

・その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産（以下、FVTOCIで測定する資本性金

融資産）

・純損益を通じて公正価値で測定する金融資産（以下、FVTPLで測定する金融資産）

（償却原価で測定される金融資産）

　金融資産が契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業

モデルの中で保有され、当該金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみで

あるキャッシュ・フローが所定の日に生じるのであれば、当該金融資産は実効金利法を用いて算定し、

損失評価引当金調整後の償却原価で事後測定されます。

（FVTOCIで測定する負債性金融資産）

　金融資産が契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方によって目的が達成される事業モデルの

中で保有され、当該金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャ

ッシュ・フローが所定の日に生じるのであれば、当該金融資産は公正価値で測定し、公正価値と損失評

価引当金調整後の償却原価の差額の変動はその他の包括利益に計上されます。当該金融資産の認識の中

止が行われる場合、過去にその他の包括利益で認識した累計額を純損益として振り替えております。

（FVTOCIで測定する資本性金融資産）

　公正価値で測定される資本性金融資産のうち、売買目的ではない資本性金融商品への投資については、

当初認識時に、その他の包括利益を通じて公正価値で測定するという取消不能な選択を行う場合があり

ます。当該金融資産は公正価値で測定し、その事後的な変動はその他の包括利益に計上されます。なお、
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当該金融資産から生じる配当金については純損益で認識し、投資の認識を中止した場合又は公正価値が

著しく下落した場合は、その他の包括利益で認識した累計額をその他の資本構成要素から利益剰余金へ

振り替えております。

（FVTPLで測定する金融資産）

　償却原価で測定されるもの及びFVTOCIで測定するもの以外の金融資産は、公正価値で測定され、純損

益において公正価値の変動が認識されます。

(b)金融資産の減損

　当企業グループは、FVTPLで測定する金融資産及びFVTOCIで測定する資本性金融資産以外の金融資産に

ついて、報告期間末に予想信用損失を見積もり、損失評価引当金の計上を行っております。金融資産の

当初認識以降に当該金融商品の信用リスクが著しく増大したと判定される場合には全期間の予想信用損

失に等しい金額で測定し、当初認識以降の信用リスクが著しく増大していないと判定される場合には12

ヶ月の予想信用損失に等しい金額で測定しております。信用リスクが著しく増大しているか否かは、デ

フォルトリスクの変化に基づいて判定しております。

　ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権等については、信用リスクの増減にかかわらず、全

期間の予想信用損失を過去の信用損失の実績等に基づき、簡便的に測定しております。

②　非金融資産の評価基準及び評価方法

・有形固定資産（リース資産を除く）

　有形固定資産は、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

額で測定しております。取得原価には資産の取得に直接関連する支出が含まれております。有形固定資

産の処分損益は、処分により受け取る金額と有形固定資産の帳簿価額とを比較し、純額で純損益として

認識しております。

・投資不動産（リース資産を除く）

　投資不動産は、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額

で測定しております。

・無形資産（のれん及びリース資産を除く）

　無形資産は、原価モデルを採用し、取得価額から償却累計額及び減損損失累計額を控除して測定して

おります。

・リース資産

　リース資産の所有に伴うリスクと経済価値のほとんどすべてが実質的に移転するリース契約は、ファイ

ナンス・リースとして分類しております。リース資産は、公正価値と最低支払リース料総額の現在価値の

いずれか低い額で当初認識され、当初認識後は当該資産に適用される会計方針に基づいて会計処理してお

ります。

・非金融資産の減損

　繰延税金資産を除く、当企業グループの非金融資産については、期末日ごとに減損の兆候の有無を判

断しております。減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能価額を見積もっております。ただ

し、のれんが配分された資金生成単位及び見積耐用年数を確定できない、又は未だ使用可能ではない無

形資産については、減損の兆候の有無にかかわらず、回収可能価額を毎年同じ時期に見積もっておりま

す。資金生成単位については、継続的に使用することにより他の資産又は資産グループのキャッシュ・

インフローから、概ね独立したキャッシュ・インフローを生み出す最小の資産グループとしております。
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(2) 重要な固定資産の償却方法

・有形固定資産

　減価償却費は償却可能価額をもとに算定しております。償却可能価額は、資産の取得価額から残存価

額を差し引いて算出しております。減価償却は、有形固定資産の各構成要素の見積耐用年数にわたり、

定額法によって純損益で認識しております。土地は償却しておりません。

　当連結会計年度における主な見積耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　３～47年

器具及び備品　　　　２～20年

　減価償却方法、見積耐用年数及び残存価額は、毎期末日に見直しを行い、必要に応じて改訂しており

ます。

・無形資産（のれんを除く）

　無形資産の償却は、有限の耐用年数が付されたものについては、当該資産が使用可能な状態になった

日から見積耐用年数にわたり、定額法によって純損益で認識しております。

　当連結会計年度における主な見積耐用年数は以下のとおりであります。

ソフトウェア　　　　　　５年

顧客との関係　　　　　　５年

　償却方法、見積耐用年数及び残存価額は、毎期末日に見直しを行い、必要に応じて改訂しております。

・投資不動産

　減価償却費は償却可能価額をもとに算定しております。償却可能価額は、資産の取得価額又は取得価

額に準じる額から残存価額を差し引いて算出しております。減価償却は、投資不動産の各構成要素の見

積耐用年数にわたり、定額法によって純損益で認識しております。

　当連結会計年度における主な見積耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　８～50年

　処分時点、又は、投資不動産が恒久的に使用されなくなり、処分による将来の経済的便益が期待でき

なくなった時点で、投資不動産の認識を中止します。正味処分対価と資産の帳簿価額との差額として算

定される投資不動産の認識の中止により生じる利得又は損失は、認識を中止する時点で純損益として認

識されます。

(3) 重要な引当金の計上基準

　引当金は、過去の事象の結果として、当企業グループが、合理的に見積もり可能である法的債務又は推

定的債務を現在の債務として負っており、当該債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が

高い場合に認識しております。引当金は、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値及び当該負債

に特有のリスクを反映した税引前の利率を使用し、現在価値に割り引いております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

・投資ポートフォリオに係る金融収益

　FVTPLで測定する金融資産は、当初認識時に公正価値で測定し、その変動を純損益で認識しておりま

す。認識の中止（売却）による純損益は、受領した対価の公正価値と帳簿価額との差額として測定して

おります。

・顧客との契約から生じる収益

　当企業グループは、下記の５ステップアプローチに基づき収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する
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・法人所得税費用

　法人所得税費用は、当期税金費用と繰延税金費用から構成されております。これらは、企業結合に関

連するもの、及び直接資本又はその他の包括利益で認識される項目を除き、純損益で認識しております。

当期税金費用は、期末日時点において施行又は実質的に施行される税率を当期の課税所得に乗じて算定

する未払法人所得税又は未収還付税の見積もりで測定されます。

(5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①　保険契約に関する会計処理

保険契約及び再保険契約に関しては、保険業法及び保険業法施行規則その他本邦における実務慣行を

基礎に、IFRS第４号「保険契約」の各種要件を踏まえて当企業グループの会計方針を決定し、適用して

おります。なお、負債十分性テストに関しては、契約上のすべてのキャッシュ・フロー、保険金請求処

理費用といった関連キャッシュ・フロー等の期末日現在の見積もりを考慮し実施しております。負債が

十分でないことが判明した場合には、不足額の全額を純損益として認識することとしております。

②　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

・外貨換算

　個々のグループ企業がそれぞれの財務諸表を作成する際、その企業の機能通貨以外の通貨での取引は、

取引日における為替レートでグループ企業の各機能通貨に換算しております。取得原価で測定されてい

る外貨建貨幣性資産及び負債は期末日において、期末日の為替レートで機能通貨に再換算しております。

公正価値で測定されている外貨建非貨幣性資産及び負債は、当該公正価値の算定日における為替レート

で機能通貨に再換算しております。再換算によって発生した為替差額は、純損益として認識しておりま

す。ただし、公正価値で測定しその変動をその他の包括利益として認識する金融商品の再換算により発

生した為替差額及び特定の為替リスクをヘッジするための取引に関する為替差額は純損益から除いてお

ります。

・在外営業活動体

　機能通貨が表示通貨と異なるグループ企業（主に在外営業活動体）の資産及び負債は、取得により発

生したのれん及び公正価値の調整を含め、期末日の為替レートで表示通貨に換算しております。在外営

業活動体の収益及び費用は、期中平均為替レートで表示通貨に換算しております。為替換算差額はその

他の包括利益で認識されます。

会計方針の変更に関する注記

当企業グループは、当連結会計年度より以下の基準を適用しております。

基準書 新設・改訂の概要

IFRS第９号 金融商品 　減損会計、金融商品の分類及び測定に関する改訂

IFRS第15号 顧客との契約から生じる収益 　収益認識に関する会計処理の改訂

　上記IFRS第9号（2014年改訂版）の適用及び本基準の経過措置に伴い、当期の期首において、営業債権及びそ

の他の債権が11,679百万円、利益剰余金が11,625百万円それぞれ減少し、その他の投資有価証券が1,167百万

円、その他の資本の構成要素が840百万円それぞれ増加しております。また、当期の連結損益計算書における影

響額は2,218百万円の損失であります。IFRS第15号の適用に伴う、連結財務諸表に与える重要な影響はありませ

ん。

　なお、上記IFRS第9号（2014年改訂版）の適用に伴い、IAS第1号「財務諸表の表示」が修正され、連結損益計

算書において、当期より受取利息・信用損失引当金繰入を区分掲記しております。
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連結財政状態計算書に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

営業債権及びその他の債権 10,180百万円

その他の金融資産 144百万円

有形固定資産 276百万円

計 10,600百万円

(2) 担保に係る債務

社債及び借入金 7,897百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 15,479百万円

連結持分変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び数

普通株式 236,556,393株

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額等

2018年４月26日の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 15,455百万円

・１株当たり配当額 70円

・基準日 2018年３月31日

・効力発生日 2018年６月８日

2018年10月30日の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 4,725百万円

・１株当たり配当額 20円

・基準日 2018年９月30日

・効力発生日 2018年12月10日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2019年４月26日の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 18,260百万円

・１株当たり配当額 80円（創立20周年記念配当５円を含む）

・基準日 2019年３月31日

・効力発生日 2019年６月７日

３．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来しているもの）の目的となる株式の種類及び数

転換社債型新株予約権付社債に係る新株予約権 普通株式 25,979,905株
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

　当企業グループは、証券事業、銀行業、保険事業、投資事業、ファンド運営事業等、広範な金融関連事業を

営んでおり、特定企業や分野へリスクが過度に集中することのないよう、分散を図っております。これらの事

業を行うために必要となる資金は、市場環境や長短のバランスを考慮して、銀行借入による間接金融、社債や

エクイティファイナンス等の直接金融、証券金融会社との取引等により調達しております。

　また、当企業グループが行っているデリバティブ取引は、為替予約取引、金利スワップ取引、株価指数先物

取引等であります。為替予約取引及び金利スワップ取引については、ヘッジ目的の取引に限定しており、投機

的な取引は行わない方針であります。株価指数先物取引については、日計りを中心とする短期取引であり、取

引の規模について上限を設けております。

　当企業グループは、財務の健全性及び業務の適切性を確保するため、当企業グループ各社における各種リス

クを把握・分析し、適切な方法で統合的なリスク管理に努めることをリスク管理の基本方針としております。

２．金融商品の公正価値の算定方法に関する事項

　金融資産及び金融負債の公正価値は、次のとおり決定しております。

現金及び現金同等物、その他の金融資産、その他の金融負債

　満期又は決済までの期間が短期であるため、帳簿価額と公正価値はほぼ同額であります。

営業債権及びその他の債権

　債権の種類ごとに分類し、一定の期間ごとに、その将来キャッシュ・フローを満期までの期間及び信用リ

スクを加味した利率で割り引く方法により、公正価値を見積もっております。なお、短期間で決済されるも

のは、公正価値が帳簿価額と近似していることから、帳簿価額を公正価値とみなしております。

証券業関連資産、証券業関連負債

　証券業関連資産のうち、信用取引資産に含まれる信用取引貸付金の公正価値については、変動金利による

ものであり、短期間で市場金利を反映するため、帳簿価額とほぼ同額であります。また、信用取引貸付金を

除く証券業関連資産及び証券業関連負債の公正価値については、短期間で決済されるものであるため、帳簿

価額とほぼ同額であります。

　トレーディング資産及びトレーディング負債については、主たる証券取引所における最終の価格により、

公正価値を見積もっております。

営業投資有価証券、その他の投資有価証券

　市場性のある有価証券の公正価値は市場価格を用いて見積もっております。非上場株式、市場価格のない

転換社債型新株予約権付社債や新株予約権については、割引将来キャッシュ・フロー、類似業種比較法、収

益、利益性及び純資産に基づく評価モデル等の適切な評価技法により、公正価値を見積もっております。債

券等については、売買参考統計値、取引金融機関から提示された価格等、利用可能な情報に基づく合理的な

評価方法により、公正価値を見積もっております。投資事業組合等への出資金については、組合財産の公正

価値を見積もった上、当該公正価値に対する持分相当額を投資事業組合等への出資金の公正価値としており

ます。

社債及び借入金、営業債務及びその他の債務

　変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映しており、また、グループ企業の信用状態に実行後大き

な変動はないと考えられることから、帳簿価額を公正価値とみなしております。固定金利によるものは、一

定の期間ごとに区分した将来キャッシュ・フローを残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引く方法

や、一定の期間ごとに区分した将来キャッシュ・フローを同様の新規借入又はリース取引等を行った場合に

想定される利率で割り引く方法により、公正価値を見積もっております。なお、短期間で決済されるもの

は、公正価値が帳簿価額と近似していることから、帳簿価額を公正価値とみなしております。
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顧客預金

　顧客預金のうち、要求払預金については、報告日に要求された場合の支払額である帳簿価額を公正価値と

しております。また、定期預金については、一定の期間ごとに、その将来キャッシュ・フローを満期までの

期間及び信用リスクを加味した利率で割り引く方法により、公正価値を見積もっております。なお、残存期

間が短期の定期預金については、公正価値は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額を公正価値とみな

しております。

３．金融商品の公正価値に関する事項

（単位：百万円）

帳 簿 価 額 公 正 価 値

金融資産

現金及び現金同等物 713,974 713,974

営業債権及びその他の債権 689,713 695,919

証券業関連資産 2,749,592 2,749,592

その他の金融資産 36,740 36,740

営業投資有価証券 282,616 282,616

その他の投資有価証券 188,900 188,915

金融負債

社債及び借入金 962,965 965,218

営業債務及びその他の債務 60,639 60,727

証券業関連負債 2,546,500 2,546,500

顧客預金 659,361 659,682

その他の金融負債 19,566 19,566

１株当たり情報に関する注記

１株当たり親会社所有者帰属持分 2,000円82銭

基本的１株当たり当期利益（親会社の所有者に帰属） 231円43銭

収益認識に関する注記

１．役務の提供による収益

　主に証券業における委託手数料が含まれております。委託手数料は、当企業グループが主たる当事者では

なく代理人として行う取引に関するものであり、サービスの提供完了時点において履行義務が充足され、そ

の時点で収益を認識しております。

２．物品の販売による収益

　主に医薬品、健康食品及び化粧品等の販売が含まれております。当該物品の販売による収益は、個々の契

約内容に応じ、引渡、出荷、又は検収時など、約束した商品を顧客に移転することによって履行義務を充足

した時点で認識しております。

（注）連結計算書類の記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2018年４月１日から
2019年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 81,681 126,792 105,878 232,670 59,077 59,077 △4,647 368,781

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 10,337 10,337 10,337 20,674

剰 余 金 の 配 当 △20,180 △20,180 △20,180

当 期 純 利 益 5,457 5,457 5,457

自己株式の取得 △29,461 △29,461

自己株式の処分 △2,692 △2,692 13,980 11,288

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 10,337 10,337 △2,692 7,645 △14,723 △14,723 △15,481 △12,222

当 期 末 残 高 92,018 137,130 103,185 240,315 44,354 44,354 △20,128 356,559

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算差額等
合 計

当 期 首 残 高 8,099 8,099 505 377,385

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 20,674

剰 余 金 の 配 当 △20,180

当 期 純 利 益 5,457

自己株式の取得 △29,461

自己株式の処分 11,288

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

△7,373 △7,373 656 △6,717

当 期 変 動 額 合 計 △7,373 △7,373 656 △18,939

当 期 末 残 高 726 726 1,161 358,446
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個　別　注　記　表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

(3) 投資事業組合等への出資

当社の子会社に該当する投資事業組合等については、当社の決算日における組合等の仮決算による財務

諸表に基づいて、当該組合等の純資産を当社の出資持分割合に応じて、その他の関係会社有価証券（固定

資産）として計上しております。

当社の子会社に該当しない投資事業組合等については、当該組合等の事業年度の財務諸表及び事業年度

の中間会計期間に係る中間財務諸表等に基づいて、当該組合等の純資産を当社の出資持分割合に応じて、

営業投資有価証券（流動資産）として計上しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は建物３～18年、構築物50年、器具備品３～20年、車両運搬具６年であります。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能見込期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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４．収益及び費用の計上基準

(1) 売上高及び売上原価

売上高には、営業投資有価証券売上高、受取配当金等が含まれており、売上原価には営業投資有価証券

売上原価等が含まれております。

(2) 営業投資有価証券売上高及び営業投資有価証券売上原価

営業投資有価証券売上高には、投資育成目的の営業投資有価証券の売上高、受取配当金及び受取利息を

計上し、同売上原価には、売却有価証券帳簿価額、支払手数料、評価損等を計上しております。

(3) 受取配当金

子会社及び関連会社からの配当金を受取配当金として売上高に計上しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 繰延資産の処理方法

社債発行費

社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

(2) 外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。

(3) 投資事業組合等への出資に係る会計処理

当社の子会社に該当する投資事業組合等については、当社の決算日における組合等の仮決算による財務

諸表に基づいて、当該組合等の純資産及び収益・費用を当社の出資持分割合に応じて、その他の関係会社

有価証券（固定資産）及び収益・費用として計上しております。

当社の子会社に該当しない投資事業組合等については、当該組合等の事業年度の財務諸表及び事業年度

の中間会計期間に係る中間財務諸表等に基づいて、当該組合等の純資産及び収益・費用を当社の出資持分

割合に応じて、営業投資有価証券（流動資産）及び収益・費用として計上しております。

(4) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

控除対象外の消費税等については、販売費及び一般管理費に計上しております。

(5) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

会計方針の変更に関する注記

（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の適用）

「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第36

号　平成30年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）等を2018年４月１日以後適用し、従業員等に

対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引については、「ストック・オプション等に関する会計

基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）等に準拠した会計処理を行うことといたしました。

ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定める経過的な取扱いに従

っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与し

た取引については、従来採用していた会計処理を継続しております。
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表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当事業年度の

期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に

表示しております。

貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,320百万円

２．保証債務

(1) 関係会社の営業債務に対する保証額

関係会社の社債及び借入金に対する保証額

3,113百万円

790百万円

    (2) その他

当社の連結子会社であるＳＢＩリクイディティ・マーケット株式会社は、外国為替証拠金取引における銀

行カバー取引を行っております。当該事業に係る、取引先金融機関に対する同社の現在及び将来的に発生す

る債務に対し、当社が信用保証を供与する契約及び連帯保証する契約を締結しております。なお、当事業年

度末における未決済の債務残高は3,098百万円であります。

また、当社の連結子会社である株式会社ＳＢＩ証券が顧客との間で行う通貨保証金取引に連動してＳＢＩ

リクイディティ・マーケット株式会社との間で行う外国為替取引に関し、株式会社ＳＢＩ証券がＳＢＩリク

イディティ・マーケット株式会社に対して負担するすべての債務の額に0.7の割合を乗じて得た額を上限とし

て当社が連帯保証しております。なお、当事業年度末において未決済の債務残高はないため、保証債務は発

生しておりません。

３．関係会社に対する金銭債権・金銭債務

(1) 短期金銭債権 76,625百万円

(2) 長期金銭債権 526百万円

(3) 短期金銭債務 55,622百万円

(4) 長期金銭債務 6,616百万円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

(1) 売上高 12,932百万円

(2) 仕入高 1,219百万円

(3) 営業取引以外の取引高 3,387百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式  8,312,501株

税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産の発生の主な原因は、有価証券評価損等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価

証券評価差額金であります。
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関連当事者との取引に関する注記

１．子会社及び関連会社等

属 性 会社等の名称
議決権等の
所 有 割 合
（注）1

関連当事者と
の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子 会 社
ＳＢＩキャピタルマネジメン
ト㈱

所有
100％

役員の兼任 増資の引受 17,000 - -

子 会 社
ＳＢＩファイナンシャルサー
ビシーズ㈱

所有
100％

役員の兼任

資金の借入(注)2 124,800 短 期 借 入 金 47,900

現物配当 10,000 - -

被保証(注)3 30,000 - -

子 会 社
ＳＢＩデジタルアセットホー
ルディングス㈱

所有
100％

役員の兼任 増資の引受 25,000 - -

子 会 社 SBI Ventures Two㈱
所有
100％
(100％)

役員の兼任 資金の貸付(注)2 44,950 短 期 貸 付 金 11,275

子 会 社
ＳＢＩクリプトインベストメ
ント㈱

所有
100％
(100％)

役員の兼任 資金の貸付(注)2 32,924 短 期 貸 付 金 710

子 会 社 ㈱ＳＢＩ証券
所有
100％
(100％)

役員の兼任

資金の借入(注)2 79,000 短 期 借 入 金 -

連結法人税個別帰属額の受払 10,951 未 収 入 金 4,427

子 会 社 SBI Crypto㈱
所有
100％
(100％)

役員の兼任 資金の貸付(注)2 19,001 短 期 貸 付 金 6,960

子 会 社
ＳＢＩファイナンシャルサポ
ート㈱

所有
100％
(100％)

なし 資金の貸付(注)2 22,230 短 期 貸 付 金 11,670

子 会 社
Quark Pharmaceuticals, 
Inc.

所有
100％
(100％)

なし 資金の貸付(注)2 9,630 短 期 貸 付 金 4,815

子 会 社 ＳＢＩインキュベーション㈱
所有
100％

(79.8％)
役員の兼任 資金の貸付(注)2 24,574 短 期 貸 付 金 12,237

子 会 社 SBI ALApharma Co., Limited
所有
96.4％
(96.4％)

役員の兼任 資金の貸付(注)2 8,590 短 期 貸 付 金 4,770

 （注）  １．「議決権等の所有割合」の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

２．資金の貸付及び借入については、市場金利を勘案して利息を合理的に決定しております。

３．当社の子会社からの借入に対して、ＳＢＩファイナンシャルサービシーズ㈱から担保が提供されてい

るものであり、「取引金額」は期末残高を記載しております。
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２．役員及び主要株主(個人の場合に限る)等

属 性 会社等の名称または氏名
議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者と
の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

役 員 川島　克哉
被所有
0.3％

当社代表取
締役

ストック・オプションの権利行
使(注)

187 - -

役 員 髙村　正人
被所有
0.1％

当社取締役
ストック・オプションの権利行
使(注)

312 - -

役 員 朝倉　智也
被所有
0.1％

当社取締役
ストック・オプションの権利行
使(注)

312 - -

役 員 森田　俊平
被所有
0.0％

当社取締役
ストック・オプションの権利行
使(注)

25 - -

 （注） 2014年10月30日及び2014年11月19日の取締役会の決議により発行した会社法第236条、第238条及び第240条

の規定に基づく新株予約権の権利行使であります。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,565円37銭

１株当たり当期純利益 24円03銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 20円27銭

（注）計算書類の記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

－ 23 －

個別注記表




